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０． はじめに

本研究所は，ここ数年環太平洋地域に

おける政策支援に焦点を当てた研究プロ

ジェクトを展開してきました。昨年から

は私学振興・共済事業団の学術研究振興

資金の交付を受け，中小企業支援・政策

システムに特化して，共同研究を行なっ

ています。１９９９～２００２年に JICA の「中

国の住宅金融制度改革」に関わったこと

がありますが，中国の研究者から「我々

は世界の金融制度を研究している。住宅

金融に関しては，証券化なども研究した

が，アジアの問題はアジアの制度に拠る，

との結論に到った。是非，日本の制度に

ついての知見を得たい。」との見解を聴

いたことがあります。

このことで明らかなように，日本の諸

制度の見直しとその知見の輸出は，重要

な課題で，日本の中小企業支援政策につ

いても同様です。日本型システムの有効

性の確認とその robustness を明らかにし

ておくことは，政策のみならず学術的に

も重要だと思います。日本の中小企業支

援政策は国際的に見ても先進的であるこ

とは知られており，そのパフォーマンス

は環太平洋地域諸国についても有益なイ

ンプリケーションを持つでしょう。

この観点から，日本の中小企業支援・

政策システムについて概観しようと思い

ます。

１． 中小企業問題

［１．１］ 二重構造問題

以下では，第２次大戦後にフォーカス

して中小企業問題を整理したいと思いま

す。戦後日本の産業政策は，製造業によ

る付加価値造出により経済成長を実現す

る体制整備にその根幹があったといえま

す。製造業は，原材料を輸入し，それを

加工して高付加価値商品に作り上げて，

輸出することにより，経済を成長させて

きたのです。いわゆる加工貿易です。こ

の製造業は，造船・自動車製造・機械製

造・電機製品製造等が輸出産業として育

成対象となってきました。製造業は自動

車産業に典型的なように，完成車メーカ
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ーに日が当たるのですが，完成車メーカ

ーは組立て業（アセンブラー）であり，

多くの部品メーカー（サプライヤー）か

ら供給される部品があって成立する構造

を持っています１）。また，鉄鋼等の重化

学工業がそれを下支える構造となってい

ました。

これを完成車メーカー段階の Leading

industry とサプライヤー段階の Support-

ing industry という構造として整理する

ことができます。この点は，日本では，

ある時期に産業の「二重構造論」として

認識されていました。これは，Leading

industry で あ る 大 企 業 と Supporting

industry としての中小企業が，いわゆる

下請け関係として機能していました。い

わゆる系列関係が成立して，大企業の効

率化の皺寄せを中小企業が受けることが

あり，いわば中小企業が弱者としての立

場になることから，その救済的政策の必

要性が中小企業政策の課題となっていた

のです。その表れが，中小企業基本法の

制定でした（１９６３年）。大企業と中小企

業の格差問題の是正に金融・税制等の各

種の政策手段が用いられてきたのです

（図１）。

この「二重構造問題」ないし「二重構

造論」は高度経済成長期の課題だったと

もいえますが，バブル経済を経て平成期

に入るとイノベーションの担い手として

の中小企業に焦点が当たるようになった

のです。

［１．２］ 新たな中小企業問題

日本経済は高度経済成長期・安定成長

期を経て，バブル経済を挟み，低成長期

に入ります。高度成長を支えた Leading

industry にはコンピュータ産業・半導体

産業も加わり，高度化が進み，経済構造

では第３次産業の比重が高まり，サービ

ス経済化が進むことになりました。経済

発展はイノベーションの実現として認識

されるようになったのですが，新たな担

い手としてイノベーションの担い手（イ

ノベーター）としての中小企業の役割も

注目されるようになりました。具体的に

は，ベンチャー企業ですが，創業企業だ

けでなく，既存企業の新分野進出も重要

なイノベーションの担い手でした。１９９９

年の中小企業基本法改正はこのようなイ

ノベーターとしての中小企業を支援し，

元気な中小企業への期待を示すもの

で，２１世紀は新たな中小企業支援策の

時代となったといえるのです。サプライ

ヤーとしての中小企業を元気にすること

は無論のこと，新たなタイプの中小企業

も視野に置いて，その積極的支援を行な

うことが政策課題になったのです。

中小企業問題としてより重要なことは，

中小企業数が１９８０年代以降一貫して減

１） Supporting industry すなわちサプライヤー構造というは，自動車製造でいえば，Tier–1，

Tier–2，Tier–3……という複層構造を持っている。完成車メーカーにエンジン，電装品，各

種部材，カウル，座席シート，フロントガラス等を供給するのが「Tier–1」と呼ばれる部品

メーカーであり，その「Tier–1」に部品を供給するのが「Tier–2」で，鋳造，鍛造，プレス，

鍍金，金属加工，切削，プラスチック成形などの狭義のサポーティング・インダストリーが

存在する。そして，これら「Tier–2」に部品を供給する「Tier–3」「Tier–4」…の複層構造が

存在する。
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少傾向にあることでしょう（図２）。ベン

チャー企業の輩出に見られる企業の増加

（開業）が見られるものの，モータリゼ

ーションの進展が進み大規模小売店舗が

郊外に多く出店されたことで，中心市街

地がシャッター通り化したことに典型的

なように，商業分野等での廃業が進み，

企業数はトータルで減少したのです（図

３）。とくに小規模企業の減少が著しいこ

とと，都市圏以外の地方圏で中小企業の

減少が顕著になっていて，雇用の減少・

人口の流出・所得の減少を伴って，地域

図２ 企業数の変化

（出所）『中小企業白書』各年版から作成。％は小規模企業の割合。

図３ 開業率と廃業率

（出所）『中小企業白書』各年版。
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経済の疲弊をもたらしているのです。

ベンチャー企業に典型的な新たな中小

企業だけでなく，従来の Supporting

industry を形成する中小企業にも変化が

起こっています。表１に見るように，製

造業の中小企業では，従来のサプライヤ

ー型だけでなく，その分野ではオンリー

ワンの技術を持ち，独自の市場・販路展

開ができ，従来の下請け関係に依存しな

いニッチトップ型企業も多く誕生してい

ます。また，下請け関係に甘んじるので

はなく，「横請け」と呼ばれる中小の製

造業者同士が，対等な立場で受発注を行

なう形態もあり，これは各企業が技術を

持ち寄り，共同で新製品を開発するケー

スなどが多くなっており，下請けに頼ら

ない生産体制を指向するものです。東京

の大田区や東大阪に見られる形態です。

ニッチトップ型企業とは，先のように，

独自の技術分野・販路を持ち，競争力も

高い企業で，全国に数千社あるといわれ

ています。またニッチトップ型ではない

ものの，地域にはコネクターハブ企業と

呼ばれる地域中核企業も多くあり，地域

を支える多角取引企業で，全国に数千社

規模で存在します。さらに，地域で重要

な観光業などでは地域コングロマリット

企業というホテル・交通・物産・レジャ

ー等を複合的に行なう企業も生成されて

きており，地域イノベーションの担い手

となっているほか，従来の地場産業・伝

統産業もイノベーションの担い手として

機能しています。

製造業分野以外でも，サービス産業と

りわけ IT 分野や情報産業などでは小規

模が有利になるような企業も多く見られ

るようになりました。装置産業と呼ばれ

るような大規模な設備等を要せず，知恵

と技術・技能でイノベーターとして機能

する企業が誕生しているのです。

２． 中小企業政策

［２．１］ 日本の中小企業政策

日本の中小企業政策は，図１にあるよ

うに，実に多種多様な政策体系を持って

います。例えば，税制を見ると，中小企

業税制というべきものがあります。法人

税制では，中小企業等（資本金１億円以下

の法人）について，年８００万円以下の所

得金額の法人税率は１５％ですし（年所

表１

タイプ 取引先数 生産量 利益率 従業員数 事業分野 立地場所

サプライヤー型 少 多 低 多
自動車等の
量産部品

マーシャル
型集積

ニッチトップ型 多 少 高 中間

製造装置，加工機
械，計測・分析機
器，高機能素材・
部品，精密加工，
特殊金型等

全国

単工程加工 中間
試作の
場合ごく
少

中間 零細 試作（横請け）
大田区，東
大阪等の中
小企業集積
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得８００万円超，資本金１億円超の法人は

２３．９％），中小企業等の貸倒引当金の特

例措置は貸倒引当金繰入限度額の１２％

割増となっています。

中小企業支援政策は，税制・金融とい

った間接支援の他に，経営支援のシステ

ム（国・地方の支援組織，商工会議所・商工

会など）や中小企業診断士制度・研修制

度，各種士業などによる直接支援も整備

されていることに特色があります。

しかし，中小企業政策の担当者が，「１

に金融，２に金融，３，４がなくて，５に

金融」というように，中小企業政策の中

心は中小企業政策金融にあります。中小

企業政策金融というのは，直接融資とい

う政府系金融機関による融資・地方自治

体の制度融資と，間接支援という信用補

完による民間金融誘導があるほか，金融

行政による中小企業専門金融機関の整備

・金融機関監督検査体系があります。ま

た，日本銀行の民間の中小企業証券化に

対する支援策などもあります。

従来，政策金融は政府系金融機関の直

接融資に力点がありましたが，中小企業

基本法改正後は，民間活力の引き出しに

重点が置かれるようになりました。また，

直接金融では十分に対応できない創業期

やベンチャー企業向けの資金供給にはベ

ンチャーファンドなどの各種のファンド

が整備されてきました。

とくに，２００３年に導入された民間金

融機関に中小企業金融を促進するように

求めるリレーションシップ・バンキング

（地域密着型金融行政）や，民間の中小企

業金融を円滑化させる政策支援としての

証券化，ABL，電子記録債権，ベンチャ

図４ 中小企業支援政策システム
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ー・ファイナンス（ファンドの活用），知

的資産経営報告書（統合報告書），DDS

（メザニンファイナンス），CRD 等は，い

ずれも２１世紀に入ってからの政策です。

また，従来から民間の中小企業金融を促

進してきた信用補完制度の見直し，ある

いは個人保証の見直しも同じ方向を目指

すものですし，中小企業会計の整備も同

様に中小企業の支援，中小企業金融の円

滑化に資するものでしょう（図４）。

［２．２］ 中小企業支援策の有効性

以上のように，中小企業支援・政策は

種々，多様に展開されてきましたが，そ

の有効性についての評価は必ずしも明解

ではありません。例えば，先のリレーシ

ョンシップ・バンキング行政については，

過度に担保・保証に依存しない融資を求

めるものでもありましたが，地域金融機

関の預貸率は低下の一途です２）。ベンチ

ャー・キャピタルの投資額も増加してい

ますが，中小企業金融全体に占めるシェ

アは０．５％未満ですし，ベンチャー企業

の IPO 数も多いものではありません。

産業構造的に見ても，Leading industry

は，相変わらず，自動車・電機・機械等

の従来型産業です。少なくとも，IT

分野で，アメリカの Apple, Microsoft,

Google, Facebook 等のような企業を生み

出せてはいません。Apple はグローバル

・スタンダードを生み出していますが，

日本企業はその部品供給，サプライヤー

に留まっていて，いわばグローバルな下

請け状況にあるのです。Apple 製品の販

路が広がれば日本製品の供給量も増える

のですが，その恩恵の一部を受けるに過

ぎないともいえます。

この意味で，日本の中小企業支援・政

策システムは先進的であるにせよ，途半

ばともいえるのでしょう。Apple への部

品供給を一方的に断絶された中小企業が

ありましたが，グローバルな下請けは過

酷ですし，優良な中小企業の生死を外国

企業に握られているのです。重要なこと

は，優良な中小企業を存続させることで

すし，とくに地方ではその点がポイント

になります。地方の再生・創生なくして

日本経済の健全な発展はないからです。

そのためには，地方で退出が相次ぐ企

業の事業承継の促進・事業の再生が重要

となります。後継者難を解決するなどに

よって，税制・金融だけでなく，多くの

担い手たとえば都市部の人材を地方経済

・地方企業の再生・承継に移転する仕組

みの工夫が重要になります。地域で不足

する目利き人材を他地域から供給するこ

となどによって，事業を見直し，元気な

中小企業にすることがポイントになるで

しょう。この点で，地域のことを最も理

解しているはずの地域金融機関の一層の

活性化が重要となるでしょう。地域金融

機関は，国の政策等を収集・理解して，

地域に周知していく必要があるでしょう。

その際，行政を含め，地域のあらゆるス

２） リレーションシップ・バンキングはもともと２００２年の「金融再生プログラム」の一環で

あり，地域金融機関の不良債権処理が一義的なものであるともいえる。ただし，不良債権の

みを行なうのではなく，地域経済・地域企業の活性化なしには実現不可能なので，リレーシ

ョンシップ・バンキング行政は地域中小企業の経営支援・経営相談，目利き機能の発揮，再

生支援等も視野に入れたのである。
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テークホルダーと連携する必要がありま

す。地域経済活性化支援機構 (REVIC)，

日本政策金融公庫 (JFC)，中小企業基盤

整備機構 (SMRJ) などそのために機能し

ている国の機関も多いので，大いに活用

したいものです。

さらに重要なことは，政策体系の横串

でしょう。人材を都市部から地方に移動

するには，都市部にある自宅の問題が課

題となります。地方に５年とか１０年の

間移住するときに，都市部で購入した自

宅をどうするのか。５年・１０年後に戻っ

てくるとしても，その間空き家にするの

では勿体無いと思うときには，他人への

賃貸にすることもありえます。これを実

現するのが，例えば「移住・住替え支援

機構 (JTI)」の行なう「住み替え型リバ

ースモーゲジ」です。この仕組みは，JTI

が家賃保証をして借り上げ，賃貸人に貸

す制度で，一定期間後には戻ることも可

能な仕組みです。このような住宅政策を

活用することで，人材が地方に移転・移

住し易い仕組みを組み合わせることが重

要でしょう。国の政策は省庁毎ですが，

いくつかの省庁の政策に横串を刺すこと

で，より有効に機能するでしょう。

３． 地方イノベーションとの関係

［３．１］ 地方創生の必要性

日本経済でイノベーションが必要なこ

とがいわれて久しいといえます。２００７

年には「イノベーション戦略２５」が策

定され，「イノベーションとは，技術の

革新にとどまらず，これまでとは全く違

った新たな考え方，仕組みを取り入れて，

新たな価値を生み出し，社会的に大きな

変化を起こすことです。このためには，

従来の発想，仕組みの延長線上での取組

では不十分であるとともに，基盤となる

人の能力が最大限に発揮できる環境づく

りが最も大切であるといっても過言では

ない。」という指摘をしました。その背

景には，「日本のような人口減少国家の

唯一の持続可能な経済発展の手段は生産

性の向上であり，その源泉が，世界を視

野に入れたイノベーションであることは

論を待たない。そのためには個人の働き

方，組織の体制，各種制度等に関し従来

のやり方にとらわれることなく，新たな

考え方に立脚することが必要である。」

という認識があるからです。

２０１４年５月に日本創成会議が行なっ

た提言は，地方で人口減少が進み，消滅

する自治体が過半になるとしたものです

が，図５に見るように，地方圏の人口減

少は都市部に比して遥かに大きいと見込

まれています。さらに，地方圏では企業

の減少が進んでいます。これに対処する

ために，政府は地域創生（地域イノベー

ション）の取り組みを始めました。国全

体のイノベーションだけでなく，地方に

浸透させることにポイントがあります。

ところが，地域の７割は非製造業（サー

ビス産業）であり，それをいかに活性化

するかについては，製造業のように IT

化ないし IoT で解決できるものでもな

いでしょう。

政府の地方創生本部（まち・ひと・しご

と本部）は，「産官学金労言」の有効活

用というオールジャパンを謳っています。

各省庁からの職員を集めて，横串的な政

策対応をしていますが，より具体的には，

地方のことを熟知する地域金融機関が地

域大学の大学と連携し，１００位のプロジ
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ェクトを立てて，地元の商工会議所・商

工会・青年会議所 (JC) などの各種の支

援機関との連携を強化して，地方イノベ

ーションを展開することが期待されるの

です。

［３．２］ 地域金融機関への期待

地域金融機関は，県レベルで地域銀行

が２行ずつ，信金・信組が１０機関ずつ

存在しています。無論，都市圏で地域金

融機関は多く存在するので，地方圏では

もう少し少ないでしょう。地域金融機関

図５ 地方圏での人口減少と事業所減少

（注）（ ）内の変化率は，２０００年対比の２０３０年の人口増減率見込み。
（資料） 総務省，国立社会保障・人口問題研究所，日本銀行

（出所） 日本銀行『金融システムレポート 別冊』（２０１５年５月）。
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は地域銀行であれば，その地域内での貸

出での運用は約５割で，残りは都市部で

運用されています（図６）。信金の預貸率

は５０％です。地元で集めた資金のうち

半分しか還元されていないといえます。

アメリカでは CRA (Community Reinvest-

ment Act) という法律があり，地域の資金

は地域に還元することを義務付けていま

すが，日本の地域金融機関も地域のイノ

ベーションにもっと資金を供給すること

が求められるのではないでしょうか。そ

のためには，地域の情報を丹念に集める

こと，起業等の相談に積極的に乗ること，

そのためには事業性評価を積極的に行な

うこと，企業の定性情報・非財務情報・

ソフト情報を適切に評価することが課題

になっています。

一言でいえば，地域金融機関が中心に

なって，地域イノベーションの先導をす

ることが重要だということでしょう。よ

く地元に融資案件がないので融資が進ま

ないという主張がありますが，融資案件

を新たに組成することこそ地域金融機関

の役割ではないでしょうか。そのために

は，あらゆる地域資源を集約し，とくに

人的資源を集約・ネットワーク化して，

そこから事業化可能な案件を発掘するこ

とによって地方イノベーションに繋げる

ことがポイントになります。

この点に関連して，ドイツの事例が参

考になるといわれています。ドイツは

１９９０年に東西統一を実現しましたが，

その後，高い失業率，大きな財政赤字な

どの課題を抱えました。ドイツはライン

型資本主義といわれるように，アングロ

・アメリカン型資本主義とは異なり，労

使協調の体制や中小企業の果たす大きな

役割，銀行主導型金融システムなどに特

色がありますが，東西統一後の諸課題の

解決に対してドイツ型イノベーション・

システムを整備したのです。その１つに

フランホーファー (Fraunhofer)・モデルが

あります。これは，フランホーファーと

いう公的な研究機関が，産学の「橋渡

し」機能を果たすことによりイノベーシ

ョンの実現に貢献しているものです。フ

図６ 地域銀行の資金運用

（出所） 図５に同じ。
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ランホーファーは全国に６７機関，

２３，０００人の人員を抱える組織で，この

フランホーファーが関わって，Hidden

champions と呼ばれる５００～１，０００に上

る中堅・中小企業が育成されたといわれ

ています（Putzmeister［コンクリートポンプ

業］，Solingen［刃物］…）。これらの企業

は，同族経営・非上場，地方都市に所在

する，社歴が長い，ニッチ市場で世界ト

ップを占める，BtoB 取引，グローバル

展開などの特色を持っているとされ，ド

イツ型イノベーションを担ったとされて

います。

日本でも地域にある優良企業を地域の

牽引力として誘導することが，地域イノ

ベーションに繋がると思います。先の数

千社に及ぶニッチ・トップ企業，コネク

ター・ハブ企業はもとより，その予備軍

となる数万社規模の企業を発掘育成する

ことが地域イノベーションの根幹になる

と思います。そのコーディネーターこそ

地域金融機関の役割なのではないでしょ

うか。
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【司会】 本日のシンポジウムの趣旨説明

を座長の鹿野先生からお願い致します。

その前に鹿野先生のご経歴について，簡

単に私のほうからご紹介させていただき

ます。

鹿野先生は１９７７年同志社大学経済学

部をご卒業になられ，日本銀行に入行，

ミネソタ大学，金融研究所調査役などを

歴任され，１９９９年に同志社大学経済学

部経済学科の教授に就任，現在に至って

おられます。先生は，日本経済のありよ

うについて，主に金融制度との係わりで

研究されておられます。著作は多数あり

ますが，１つ挙げますと，おそらく金融

論を学んでいる学生はほとんど読んでい

る東洋経済新報社『日本の金融制度』を

執筆されております。いま現在第三版で

ございます。

それでは鹿野先生，よろしくお願いい

たします。

シンポジウムの趣旨説明

改めまして，同志社大学の鹿野でござ

います。高いところから恐縮ですがご指

名ですので，よろしくお願いします。内

田先生から過分のご紹介をいただいたと

おり，私は金融制度論を専門分野として

おります。最近は中小企業論もやってお

ります。現在，６０歳を超えましたが，

中小企業論の分野ではまだまだ若輩者で

あり，お尻が青いと言われております。

そういうわけで，村本先生など，この分

野の大家から，いまもなおご指導を仰い

でいる次第です。

それでは座長としまして，本日のパネ

ルセッションの趣旨説明を簡単にさせて

いただきます。

まず事実認識として，きょうも村本先

生からご指摘があったと思いますが，多

くの方々がご指摘されるとおり，日本の

中小企業は，ここ十数年間非常に厳しい

状況に置かれております。やや大胆に言

いますと，売り上げが伸びないというの

ではなく，むしろ減少傾向にあります。

ちなみに，私は CRD 協会というところ

パネルセッション

（司会……成城大学社会イノベーション学部教授 内 田 真 人）

鹿 野 嘉 昭 氏

鹿 野 嘉 昭
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が作っておられる中小企業信用リスクデ

ータベースを使わせてもらっています。

そのデータを分析したところ，中小企

業の売上高は，１９９７年ごろをピークと

して減少に転じておりまして，２００３年

までの５年間で２割減り，そして，その

後の平成景気で横ばいを維持するのがや

っとという感じでした。それで，２００８

年のリーマンショック後は推して知るべ

しでございます。２０１０年にかけて，さ

らに１割減っております。要約すれば，

ここ１０年間で中小企業の売上高は，ざ

っくり言って３割減っています。これは，

非常に厳しい事実であります。

言うまでもなく，中小企業がはやるか

廃るかの鍵は売上高にあります。やや古

い言い方で恐縮ですが，中小企業におい

ては，売上高が命です。売上高の減少に

耐えられない企業は，先ほど村本先生が

おっしゃったように廃業を選択されます。

その結果，中小企業数は大きく減少して

おり，シャッター通りと化した商店街も

増加しています。現在もがんばっておら

れる中小企業も厳しい経営を強いられる

中，従業員数の削減といったリストラの

実施で凌いでおられるところも多いと言

っても過言ではないかと思っております。

また，グローバル化，情報化の流れも中

小企業に厳しく作用しております。特に

製造業の場合，人件費の割安な海外との

競争が強まり，ありきたりの商品を作っ

ているだけではもう生き残れなくなって

います。さらに，IT 化の流れに乗れな

いと，他の企業との競争に打ち勝てない

だけでなく，市場から締め出される。そ

ういう恐れも出てきております。

しかしその一方で，先ほど村本先生か

らご紹介がありましたように，着実に売

り上げを増やしている中小企業もありま

す。リーマンショックという強烈な嵐が

吹き荒れる中でも，標本に採用した中小

企業１２万社の中で６万社が引き続き営

業黒字を計上しておられました。これも，

CRD の分析結果から得られたものです。

非常に心強く感じられます。

語られることは少ないのですが，日本

の中小企業にも，元気で成長力に富む企

業がたくさんあります。営業黒字の企業

は具体的にどのような業種に属している

のかよくわからないのですが，たぶん景

気に左右されない強固な営業地盤とか，

他の企業に追随を許さない卓越した技術

力を有している，そういうところではな

いかと思っております。

これらの事実は，本日のテーマであり

ます「中小企業支援・政策システムの行

方」に関し，大きな示唆を与えてくれる

のではないでしょうか。元気な中小企業

を分析し，元気の源を浮かび上がらせる。

そして，それを他の企業にも広く伝播す

る。それができれば，日本の中小企業の

将来も大きく変わるのではないでしょう

か。そうした文脈の中で，政府による支

援策のあり方も，おのずと明らかになっ

てくるのではないでしょうか。

また，中小企業というのは内需への依

存度が非常に高いです。それゆえ，日本

経済，地域経済の成長発展がなければ，

そもそも売上高を伸ばすことはできませ

ん。この事実も，古くから多くの方々に

より指摘され，政府も昨年，地方創生を

日本再興戦略の重要なテーマとして位置

付け，地方経済の活性化に努める方針に

あります。
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中小企業の将来を考える上で，もう１

つ重要なテーマがあります。ベンチャー

企業の育成です。日本とアメリカを比較

すると，ベンチャー企業の活躍度合，裾

野の広がり方に大きな相違が見られます。

マイクロソフト，アップル，グーグル，

アマゾン，フェイスブックなど，アメリ

カでは近年多数のベンチャー企業が生ま

れ，グローバル企業にまで成長発展して

います。なぜ，日本ではそうしたベンチ

ャー企業の成長が見られないのか，真剣

に検討する必要があるのではないでしょ

うか。

本日のパネルセッションでは，これら

の問題に関する専門家をお招きしており

ます。パネリストの先生方には，これら

の中からテーマを適宜選択していただき，

恐縮ですけれども，１人１５分という限

られた時間の中で議論をしていただけれ

ば幸いでございます。

以上をもちまして，私の趣旨説明に代

えさせていただきます。ご清聴ありがと

うございました。

【司会】 鹿野先生，どうもありがとうご

ざいました。

それでは，これから４人の専門家の方

にご講演をお願いします。初めに大学の

立場から神戸大学の家森先生にお願いし

ます。

家森先生のご経歴について，簡単にご

紹介させていただきます。家森信善先生

は，１９８６年滋賀大学経済学部をご卒業

になられ，神戸大学大学院博士課程を修

了されておられます。その後，名古屋大

学の大学院経済学研究科教授などを経ら

れ，昨年より神戸大学経済経営研究所教

授として現在に至っておられます。先生

は金融システムを研究されておられます

が，理論的な基礎の上に立って，実証的

に分析されております。先生もご著書が

多いのですけれども，昨年『地域連携と

中小企業の競争力』を中央経済社から出

版されております。それでは，よろしく

お願いいたします。

地方創生と地域金融機関の支援取組みの課題

ただいまご紹介いただきました，神戸

大学の家森です。村本先生には，私が若

いころからご指導していただいています。

先生のご著書の１つに『現代日本の住宅

金融システム』が挙がっていますように，

先生は住宅金融についての一級の仕事を

なさっていますが，私も先生のご紹介で，

住宅金融に関連する仕事を続けさせてい

ただいております。村本先生のまねをし

ようとしたわけではないのですが，私が

最近関心を持って勉強しているのが中小

企業金融なのですが，勉強を始めて見る

と，この分野でも村本先生の多くの業績

から学んで参りました。このように，私

の研究歴を振り返ると，村本先生と同じ

ようなことを，かなり後ろから追いかけ

家 森 信 善
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ているような状況です。

さて，今日は，「地方創生と地域金融

機関の支援取組みの課題」というタイト

ルで，これから１５分間ほどお話をさせ

ていただきたいと思います。今日のお話

で触れますアンケート調査の詳細につい

ては，よろしければ，神戸大学経済経営

研究所のディスカッションペーパーをご

らんください。

地方創生とアベノミクスに関しては，

先ほど村本先生がご説明されましたし，

このあと西田さんからもご説明があるの

で，ここはごく簡単に済ませます。まち

・ひと・しごと創生総合戦略の要は，中

小企業の雇用の質をきちんと改善してい

かないといけないということです。つま

り，中小企業が，きちんと儲かるような

体制を作らないと，従業員の方にちゃん

とした給料が払えないということです。

金融行政に関しては，ここはまさに西

田さんのご専門のところなので，本日は

ごく簡単に済ませます。

金融審議会の２０１２年の答申では，い

まの金融機関の役割はお金を貸すだけで

はない。お金を貸すのは当たり前で，そ

れ以外のこともやって下さいということ

を明記しました。これがその後の金融庁

の監督方針などに反映されています。ま

さに今の金融機関にとっては，お金を貸

すのは１つの大事な仕事だけれども，ほ

かにも大切な仕事があるというように認

識が変わってきているということです。

金融機関のうち，メガバンクは別とし

て，銀行，信用金庫と名前が付いている

金融機関が地域金融機関です。

いま私は神戸におりますので，兵庫県

の銀行と信用金庫の経営理念や経営方針

を調べてみますと，どの金融機関も，例

えば「地域の皆さまとともに歩みます」，

「地域社会の発展に奉仕する」というよ

うに，皆さん「地域」をキーワードにさ

れていて，地元をなんとかしていきたい

と思われていることがわかります。

ところが，このような意識をお持ちな

のですが，現実には必ずしもうまくいっ

ていないのです。私の後に，落合理事長

がお話になりますが，どの金融機関の頭

取や理事長さんの講演録やディスクロー

ジャーでの挨拶文などを見ても，「私ど

もは地域のために汗を流します」と書い

ているのです。ところが，実際に現場で

やられていることを見ると，「隣の銀行

のお客さんを取ってこい」でして，「金

利をちょっとまけるから」と言って，お

客を取ってくるビジネスをなさっている

のです。これは，頭取や理事長さんがう

そつきなのかというと，そうではないと

私は思っているのです。地域貢献をやろ

うと思っていらっしゃるのだけれども，

そのことが，いちばん下のところまで伝

達するうちに，伝言ゲームをやっている

と違うことが伝わっていくように，違う

ことになってしまっているのだと思いま

家 森 信 善 氏
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す。どうも職員へのインセンティブの与

え方が不適切なのではないかと私は思い

まして，その点について，私の行った調

査を紹介させていただきたいと思います。

これは，地域金融機関の支店長に対し

てアンケートを行ったもので，２０１３年１

月に実施したものです。全国の７１の信

用金庫，信用組合，地方銀行を，ある程

度地域のバラつきを考えながら選び，ア

ンケートを行いました。全部で４，０５０人

の支店長に対して調査票を送り，１，３５０

人から回答を得ました。この調査につい

ては，日本経済新聞の経済教室にも書い

たのですが，本日，これから申し上げる

ことは，既存顧客を育てる金融にもっと

重点を置く必要があるのではないかと思

っているということです。

まず１つ目の調査結果ですが，表２を

見て下さい。地域金融機関の支店長に，

「おたくの金融機関の強みは何ですか」

と聞いたものです。そうすると，先ほど

申し上げましたけれども，地域金融機関

はいま何で競争しているかというと，

「隣よりも金利を安くしますからどうで

すか」と言っているわけですから，金利

で競争しているのですね。では，強みは

金利かなと思うのですけれども，「提示

する金利の低さが，うちの強みだ」と思

っている地域金融機関の支店長はほとん

どいないのです。ということは，「私は

英語が嫌いだ。得意ではない」と言いな

がら，英語のウェイトの高い大学を受験

しようと思っているようなもので，何か

変だなと思えるわけです。

実際，では金融機関の方々は，何を一

番の強みだと思っているかというと，地

域密着の姿勢なのです。８割ぐらいの金

融機関の支店長が，うちの支店の強みは

何かというと，地域密着の姿勢だとお答

えになっています。これは，先ほど紹介

したように，銀行の経営理念として書い

てあることと，ちょうど合っているので

す。だからその意味で，うちの強みはま

さにうちの会社の社是，あるいは発足の

理念，こういうものと同じものを強みだ

と思っていらっしゃるわけです。

表２ 地域金融機関の強み

地 銀 第二地銀 信用金庫 信用組合 総 計

１．金融機関のブランド ５９．１％ １３．１％ １８．３％ ７．５％ ３５．０％

２．提示する金利の低さ ４．０％ １．４％ ３．４％ ０．０％ ３．１％

３．融資決定の速さ １１．９％ ２２．５％ ２２．８％ ４８．４％ １９．６％

４．融資可能額の多さ １．７％ １．９％ １．８％ ２．２％ １．８％

５．親身な姿勢 ５８．９％ ８２．６％ ８５．４％ ８６．０％ ７３．１％

６．最後まで支援する姿勢 ３６．１％ ３９．９％ ５０．０％ ７７．４％ ４４．１％

７．豊富な金融商品 １６．５％ １．９％ ４．３％ ３．２％ ９．３％

８．職員の能力・人柄 ３４．５％ ３６．６％ ２４．９％ ２３．７％ ３１．０％

９．地域密着の姿勢 ７５．６％ ８５．０％ ８９．７％ ８３．９％ ８２．２％

総 計 ６０６ ２１３ ４３８ ９３ １，３５０
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それから，親身な姿勢である，顧客に

密着している，寄り添うというところも

強みだと思っていらっしゃる方が７割ぐ

らいいます。銀行と協同組織金融機関で

は少し違って，協同組織金融機関の場合

には，最後まで支援する姿勢というのが

顕著に見られます。これについても，の

ちにまた，廃業や倒産の観点で申し上げ

ますが，信用金庫や信用組合というのは，

私の行ってきたほかの調査でも，とこと

ん面倒を見られる傾向があります。です

が，これは逆に言うと，とことん見られ

るので，企業は最後までいってしまい，

ヤブ医者だと死んでしまうのです。早い

時点で「もう会社を諦めましょう」とや

ってもらえると，あとのリ・スタートも

できるのですけれども，企業がもっとが

んばりたいと言われるときに，ヤブ医者

は，「わかりました。もう１本，痛み止

めを打ちましょう」とやっていくうちに，

最後までいってしまう。だから，信用組

合，信用金庫が，最後まで面倒を見る姿

勢を強調されるのであれば，やはり，ち

ゃんと立て直す力量を持っていただく必

要があるわけです。

次に，経営に問題を抱えた企業を支え

るのは金融機関の使命であるという文章

への共感度を聞いてみました。これに共

感するかを５段階で聞いたところ，「強

く共感する」という方は３割いらっしゃ

るのです。３人に１人の支店長は，経営

に問題を抱えたお客さんを支えたい，こ

れがわが社の使命であると思っていらっ

しゃいます。本日のご参加の皆さん方の

うち，銀行以外の方ですと，銀行という

のは，半沢直樹の世界でいえば，大和田

常務のような感じの人ばかりだと思われ

るかもしれませんが，企業が悪くなった

ときに，３人に１人ぐらいの支店長は，

反対に半沢直樹的な発想を共有されてい

るのです。したがって，実際に行動に移

すかどうかが問題になってくるわけです

が，思いとしては，地域のためにやりた

いし，お客さんを支えたい方が圧倒的に

多いということです。

では，それがなぜできないのか。１つ

は能力の問題があります。あとで西田さ

んのほうから，いまの金融行政について

ご説明がありますが，取引先企業の事業

の収益力，あるいは本業の収益力をちゃ

んと見て，さらには，企業の本業の収益

力を高めていくためにコンサルティング

機能を高めてくださいということを金融

機関に求めています。

それがちゃんとできているかというこ

とで，どのような助言をされたことがあ

りますかと支店長さんに尋ねてみました。

具体的には，表３に示した１５項目に関

して，支店長に，いままでのキャリアの

なかで，助言したことがあればチェック

してください，そして，その助言でうま

くいったことがあれば，もう１つチェッ

クを入れてくださいというお願いをしま

した。

結果を見ると，信用保証制度などを助

言したというのは７６％あるし，それで

お客さんがお金を借りられたということ

なのだと思いますが，効果があったとい

うのは，まあまあ多いのですけれども，

ほかの項目，例えば中小企業にとって，

売り上げがいちばん大事だと先ほど鹿野

先生がおっしゃいましたけれども，売り

上げに直結する新しい販売先について助

言したことがあるというのは，４人に３
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人いらっしゃいますけれども，それでう

まくいったというのは，まだ３人に１人

ということです。

支店長さんというと，現場でいちばん

経験のある方ですが，その方でも，いま

までのキャリアの中で，お客さんに販売

先をアドバイスしてうまくいったという

経験は３人に１人しかない。逆に言えば，

支店長の３人に２人は，そういう成功体

験がないのに，部下に対して「お前のコ

ンサルティングは，十分でない」と言っ

ておられるのです。これでは，なかなか

現場の教育は大変だということでありま

す。ですから，こうした点で，本部レベ

ルでの研修がまだまだ必要だと感じるわ

けです（表３）。

図７は，先ほどの項目のいくつにチェ

ックを付けた支店長が何人いるのかを示

したものです。横軸は，助言をした経験

のある項目数，あるいは，助言が成功し

た経験のある項目数です。縦軸は，助言

等の経験をした項目が幾つまである支店

長がそれぞれどれだけかを示す比率です。

たとえば横軸の３というところの比率か

らは，助言をした項目が０から３つまで

の支店長の比率が約１５％であり，成功

した助言の項目数が０から３である支店

長の比率が５５％ほどであることを示し

ています。

横軸０のところを見ていただくと，つ

まり，いま挙げた１５項目で１つも成功

したことがないとおっしゃる支店長が

表３ 支店長の助言経験と成功体験

助言経験 成功事例

１．新しい販売先 ７６．６％ ３６．０％

２．新しい技術やその技術の入手方法 ２４．８％ ７．９％

３．新しい仕入先 ４９．３％ １９．５％

４．人材 ３３．３％ １１．６％

５．不動産（たとえば，工場用地など） ７５．３％ ３５．４％

６．新しい資金調達方法 ６５．２％ ３９．９％

７．国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融関連のもの（信用
保証制度や制度融資など）

７６．４％ ５６．１％

８．国や地方公共団体などの公的支援策のうち金融関連以外のもの各
種の祐助金など）

５０．０％ ２４．３％

９．資金調達・財務に関する当該企業の状況に即したアドバイス ８１．０％ ５３．４％

１０．経営管理・経営戦略に関する当該企業の状況に即したアドバイス ６１．９％ ３２．６％

１１．潜在的な資本提携先 １１．９％ ４．３％

１２．潜在的な事業承継先 ３０．５％ １０．３％

１３．税務に関する当該企業の状況に即したアドバイス ５１．５％ ２０．４％

１４．海外展開への支援 ２７．７％ ９．０％

１５．リスクマネジメントに関するアドバイス ３６．３％ １１．０％
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１５％いらっしゃるのです。皆様方が取

引している信用金庫なり銀行の支店長さ

んの８人に１人は，こういうことを一度

もうまくやったことはないということで

すので，われわれが病気の時に，このよ

うな病気は治したことがないという病院

に行くのはなかなか心配なのですけれど

も，そういう状態になっているわけです。

もう１つ，問題だと私が思っているの

は，インセンティブの問題，つまりは，

評価の問題です。

たとえば，大学では昇進するときに，

論文が評価されます。学校にもよると思

うのですが，いい論文があれば，授業が

下手でも，それは昇進のときには全く考

慮されないのです。そうすると，中には

授業の手を抜いて，論文を書いておこう

という人が出てくるのです。

会社も同じで，むしろ会社の方がそう

いうことがより顕著ではないかと思い，

アンケートの中で，いくつかの項目につ

いて，人事評価においてどの程度重要で

すかと聞いてみました。表４は，主観的

に５段階で評価してもらって，「非常に

図７ 助言数および成功数の総数別の支店長の累積比率

表４ 人事評価において「非常に重要」な項目

地 銀 第二地銀 信用金庫 信用組合 総 計

（１）貸出額およびその伸び ４５．４％ ４１．８％ ５６．８％ ６６．７％ ５０．０％

（２）預金およびその伸び １０．９％ ９．９％ ２４．９％ ５４．８％ １８．３％

（３）経営支援への取り組み １４．９％ １４．１％ １３．７％ ２１．５％ １４．８％

（４）新規貸出先の獲得 ４７．４％ ５７．３％ ５９．１％ ６５．６％ ５４．０％

（５）ビジネスマッチングの成約 １５．０％ １５．０％ ７．３％ ７．５％ １２．０％

（６）収益額 ５０．８％ ３６．２％ ２８．５％ ２９．０％ ３９．８％

（７）コンプライアンス ５７．３％ ７０．０％ ５３．４％ ７５．３％ ５９．３％

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９１０１１１２１３１４１５

（％）
１００

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

助言経験

成功経験

経験項目数
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重要，いちばん重要だ」と答えた比率を

まとめています。

いまの情勢を反映して，コンプライア

ンスが圧倒的に多い。これは，当然です。

コンプライアンスが駄目になると即アウ

トですから。

それ以外に目を向けると，新規貸出先

の獲得というのが大体５割から６割あり

ます。先ほど言いましたように，「隣の

お客さんを取ってこい」というのが６割

ぐらいあるということです。

それから，貸出額の量及びその伸びと

いうのが次に続きます。一方で，地域の

ためにつぶれそうなお客さんを助けるの

だというのは，ここで言うと経営支援の

取り組みなのですが，これが重要だとい

うのは１５％以下，１０％程度なのです。

だから，実は表向きのディスクロージャ

ー誌を見たら，経営支援が最も重要な評

価項目になっているかのごとく書いてい

るけれども，実際に職員の評価のところ

にいくと，違うものが挙がってきている

ということになります。

私たちが見ている金融機関の行動とい

うのは，むしろこの評価のウェイトに沿

ったもののように思えます。表５は，ウ

ェイトの変化について聞いた結果です。

ここでも「新規先」というのがむしろ増

えています。中小企業の数が減っている

という中で，自社のお客さんが減ってい

るのに，それでも貸出を維持しようとい

う経営の目標があると，そのためには，

どうしても新規を取りにいかないといけ

ないというので，むしろこれが増えてい

るということになっております。

新たに２０１４年１２月にウェブ調査で，

金融機関の方々に対して調査をしました。

ここまで述べてきた調査では支店長に聞

いたのですが，この追加調査はウェブ調

査でしたので，支店長に限らずむしろも

っと下の方も含めたアンケート調査でし

た。

表６を見て下さい。この調査結果でも，

同じ評価項目について「非常に重要」と

いう回答の比率を見ると，やはりいちば

ん多いのが新規貸出先の獲得です。支店

長レベルではなく，若手を含めての印象

としても，これがやはり重要でした。

次に，いま皆様方が銀行に行って待っ

ていると，以前なら「定期預金をしてく

ださい」と言ってきたのが，いまは「投

資信託を買いませんか」とか「保険はい

表５ 人事評価における重要性の変化（３年前との比較して「大きく上昇」）

地 銀 第二地銀 信用金庫 信用組合 総 計

（１）貸出額およびその伸び ９．２％ ８．０％ ２０．１％ ２８．０％ １３．９％

（２）預金およびその伸び ３．３％ ２．３％ ５．５％ １７．２％ ４．８％

（３）経営支援への取り組み １５．３％ ２２．５％ １１．６％ ２０．４％ １５．６％

（４）新規貸出先の獲得 １３．５％ １４．６％ ２１．２％ ３６．６％ １７．８％

（５）ビジネスマッチングの成約 １３．９％ １８．３％ ４．８％ ６．５％ １１．１％

（６）収益額 ２１．０％ １７．８％ １０．７％ １８．３％ １７．０％

（７）コンプライアンス ３０．２％ ２７．７％ ２８．１％ ４１．９％ ２９．９％
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かがですか」と言ってくるように，投信

や保険の販売について，ものすごくウェ

イトが高まっています。

既存企業に対する経営への再建の取り

組みなどというのは１３％で，むしろほ

とんどゼロという回答も，この表を見る

とかなり多いということで，実際に経営

トップが思っていらっしゃることと，下

の現場のほうで動いているものが違って

いるという感じがします。

結論として申し上げますと，中小企業

の支援をしていく銀行にとって，思いと

いう部分では，トップもミドルも共有し

ているのですけれども，実際には現場が

その方向で動くように，まだ人事システ

ムや内部管理のシステムが変わっていな

い，到達していないのではないかという

ことです。

それでは，私の報告を終わらせていた

だきます。どうもありがとうございまし

た。

【司会】 家森先生，どうもありがとうご

ざいました。

続きまして，金融機関の立場から，西

武信用金庫理事長の落合様にご説明をお

願いします。

落合寛司様のご経歴を簡単にご紹介さ

せていただきます。１９７３年，亜細亜大

学卒業，西武信用金庫に入庫されていま

す。そして２０１０年６月より西武信用金

庫理事長に就任，現在に至っています。

落合様はいろいろと社会活動もされ，経

済財政諮問会議で政策コメンテーターを

されているほか，中小企業政策審議委員

会の委員，あるいは金融庁の金融審議会

専門委員など，数多くの公職に携わって

おられます。村本先生からご紹介があり

ましたように，落合寛司様は中小企業診

断士でもあります。

それでは，よろしくお願いいたします。

表６ 職員の評価項目（２０１４年調査）

n 非常に重要 ある程度
重要

考慮するが，
参考程度

ほとんど
ゼロ

わからない

１．既存顧客向け貸出額
およびその伸び

４００ ８２ １６８ ４０ １５ ９５

１００．０ ２０．５ ４２．０ １０．０ ３．８ ２３．８

２．新規貸出先の獲得
４００ １１７ １３９ ３２ １６ ９６

１００．０ ２９．３ ３４．８ ８．０ ４．０ ２４．０

３．預金およびその伸び
４００ ５４ １４３ ８１ ３４ ８８

１００．０ １３．５ ３５．８ ２０．３ ８．５ ２２．０

４．投資信託やデリバティ
ブ，保険などの販売

４００ ９４ １３４ ６９ １７ ８６

１００．０ ２３．５ ３３．５ １７．３ ４．３ ２１．５

５．既存企業に対する経
営支援への取り組み

４００ ５３ １４６ ７４ ３２ ９５

１００．０ １３．３ ３６．５ １８．５ ８．０ ２３．８
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西武信用金庫の中小企業支援の現状と今後

本日はどうもありがとうございます。

短い時間ですので，早速始めたいと思い

ます。

本テーマについて，私はこのように話

そうと思っています。最初に地域金融機

関の現場というのはどんなものなのか，

あるいは西武信用金庫のビジネスモデル

というのはどんなものなのか，そして，

先ほどの例もあったように，中小企業の

支援の現状，あるいは今後どのような活

動をしていくのかというところに触れて

終わりにしたいと思います。

西武信用金庫のエリアは，西は五日市

や青梅から東は東京駅の日本橋支店まで

を持っています。また，埼玉の一部と神

奈川の一部も営業エリアに持っています。

将来は道州制になるだろうと予想して

おり，そのときに地域金融機関としてあ

る程度のエリアを持たなければいけない

ということと，地域活性化策の中で，東

京でも都心部と郊外部は圧倒的に課題が

変わるだろうと思っております。そのと

きに東京の都市部のエネルギーを郊外に

伝えて地域を活性化していかなければい

けない。これも私たちの使命だろうと思

っております。従って都内にどんどん出

店し，年間に３～４店舗ずつ出店してい

ます。

西武信用金庫の財務内容は，先ほどか

ら述べているように，預金は伸びている

のですが融資がなかなか伸びない金融機

関が多い中で，常にトップクラスで融資

を伸ばしているため，預かっているお金

を地域に還元している預貸率は７２．９％

です。そしてたくさん貸しているのです

が，リスク管理債権比率が２．３４％と業

界平均の６％に対して，大変少ない。延

滞率は，０．０７％です。業界平均が大体

１％ですから，桁違いに少なくなってい

ます。そして職員数は１，１４５人。この規

模でこのくらいの業績を上げるためには

３，５００～３，６００人必要だと言われていま

すが，なぜこんなに少ないかというと，

外部資源を圧倒的にうまく使っているか

らです。

そして，私たち信用金庫は，利益を優

先しているわけではないのですが，当金

庫は税引き後の利益で６３億。東京の代

表的な地銀さんが３０億くらいですから，

利益が上がっている。これはお客さんを

徹底的に守ったら利益が想定外に上がり

ました。その結果，企業格付けはＡ＋と，

業界の中でトップの格付けをいただいて

落 合 寛 司 氏

落 合 寛 司
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います。

この好業績は，株式会社の銀行と協同

組織としての信用金庫の違いを圧倒的に

出したビジネスモデルが大きく貢献して

います。信用金庫の組織理念は，相互扶

助と利用者保護。したがいまして私たち

は徹底的に利用者を保護している。

利用者保護を徹底している理由は，こ

の東京商工リサーチのデータが示すよう

に，廃業とか解散の数が，倒産の倍以上

になっているからです。

世界の経済の主役が先進国から新興国

に変わった。そのことにより，先進国が

主役の時には高くてもより良いものを作

っていれば売れた時代から，安いものを

作らなくては売れない時代に変わった。

この変化に対応できていないというのが

休廃業が多いいちばんの原因です。

そして，その中で私たちは協同組織金

融機関として，２つの柱を持って経営し

ています。１つ目の柱は，本業重視です。

金融機関は地域を活性化するため，地域

に健全な資金をスピーディーに融資をす

ることとしました。その結果，預貸率

７２．９％となりました。全国平均はとう

とう５０を下回りました。

そしてあと１つの柱は，「お客さま支

援センター」です。お客さまの課題を徹

底的に解決して行く体制です。その結果，

不良債権比率が２．３４％と減少しました

（業界平均が６．６７％）。たくさん融資して

いるわりには少ない。そして延滞率は

０．０７％と，驚異的に減少しました。継

続力と経営力の強化という現状になって

きたのだということです。

そしてこの資産の健全化が高収益につ

ながっています。

この「お客さま支援センター」の内容

は，事業支援，街づくり支援，資産形成

・管理支援。この３つが柱です。

お客さま支援センターの活動は職員と

外部専門家です。外部専門家は，東大を

はじめ，１，０００の専門家集団と提携して

います。その数，およそ３万人です。

私たちは，法人部門の営業担当は事業

コーディネーターと言うのです。事業コ

ーディネーターというのは企業と企業，

あるいは国や大学と企業などの仲介役が

仕事です。自分たちはあらゆる業界の専

門家にはなれないということの結論から，

専門家を活用することにしました。

その結果私たちのお客さまは元気にな

りました。その為，お客さまの元気度を

示す融資の増加は急伸し，業界が伸び悩

むなか当金庫はトップクラスの伸びを示

しています。同時に私たちは当金庫を主

要取引とするメイン先を増加することに

軸足を置きます。なぜならば，お客さま

を徹底的に守っても全員なんかは守れな

い。だからメイン先をまず守っていこう

というわけです。メイン先を守ることが

私たちの使命なのだというように考えて

いるからです。

先ほど利益を上げることが目的ではな

いと言っていますが，利益は業界の中で

もトップクラスです。

しかし，利益の源泉である貸出金利は

業界平均とほとんど変わりません。業界

平均で貸しているのになぜ利益が上がっ

ているのか？それは２つの低コストがあ

るからです。

１つは圧倒的に不良債権が少ない。お

客さまを悪くしない支援です。貸出金利

というのは違っても０．３％とか０．４％で
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すが，企業が潰れると貸出金の平均７０％

くらい損するのです。ですから金利リス

クよりも企業が潰れることによる信用リ

スクが重要です。よく考えますと，金融

機関が潰れるのは全部信用リスクによる

ものなので，徹底的に信用リスクを小さ

くするシステム。これが「お客さま支援

センター」です。

あと１つの低コストは労働生産性が良

いということです。この規模ですと，

３，０００人くらい職員が必要なのになぜ

１，２００人くらいでできるのかというと，

外部に３万人の専門家がいるからです。

自分たちでやるところと外部の力を借り

るところをきちんと分けている。ですか

らそのマンパワーが非常に効率よく動い

ていく。この２つの低コストです。

したがいまして成長性は高くなります。

自己資本比率は，貸出金がどんどん増え

るために自己資本額もどんどん増えてい

るのですが拮抗しますので，大体いつも

同じでとどまっているという形になりま

す。

私たちがお客さま支援センターの中の

事業支援で中心にやっているのは，お客

さまの売り上げ増加のための販路開拓で

す。年間に５，２００件くらいをやっている

のです。したがいまして，どちらかとい

うと商社みたいな活動をしています。

その他には経営課題解決のための専門

家を使っています。専門家をどんどん使

いなさいと言っています。そして海外進

出への支援をしたり，あるいは企業の健

康診断も行っています。これは企業が人

間ドックに入っていただくようなことを

しています。そして元気がなくなった企

業には，年間に３００～４００件くらいの事

業再生計画のうち１００件くらい，１／３く

らいは専門家を使っています。そして約

１／４，１０３件くらいの企業が正常な状態

になっています。

また，私たちはベンチャーキャピタル

を関連会社として持っています。こちら

が創業期の企業の資本政策をしている部

分です。実は私たちはいまメイン先の資

本政策に力を入れています。これから，

TPP によって商業ルールが統一化され

る。そうしたらきっと会計ルールが統一

される。そうしたら間違いなく中小企業

にも時価会計が導入される。

そのときに日本の経済産業省は起業を

許可しているし，税理士さんたちは節税

の名の下にどんどん利益を社外流出して

自己資本が貯まらない体制を作っている。

私たち金融機関は担保として不動産など

の資産を持たせようとしている。

でも，これからは少子高齢化でこの土

地が下がっていくのだろうと思う。その

ときに過小自己資本の企業が圧倒的に困

ってくるので，過小自己資本の中小企業

に対し資本政策をいま一生懸命実施して

いるところです。

では，具体的にどのような事を支援し

ているのかを事例を挙げて説明します。

中小企業に対し，補助金活用の支援をし

ています。補助金には，創業促進補助金，

第２創業補助金，経営革新補助金，海外

進出補助金，そして事業再生補助金と。

企業の全ステージに対して補助金がある

のに，なかなか中小企業では使い切れな

いので，これらの補助金を取るための支

援策を実施している。

また，中小企業が海外に出ていくため

に大変なのは，出て行ってから採用をど
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うするのだとか，給与計算とか，決算と

か，許認可とか福利厚生，あるいは輸出

入の手続きから原材料の調達はどこです

るかとか，たくさん課題があるのです。

こういう課題を日本語でサポートするよ

うな海外の工業団地に出資して，日本の

中小企業を海外進出して成功するための

支援をしたりしています。

その他の海外進出支援としては海外人

材支援を実施しています。中小企業が海

外に行っても半分くらいは失敗して帰っ

てくるのです。失敗を分析しますと，そ

の国の風習に合ったコミュニケーション

ができていない。このことが大きな問題

になっているのです。そこで日本の中小

企業に勤めたい留学生と海外進出したい

中小企業をマッチングしてます。留学生

は，日本の文化を知っていて，当然自国

の文化，習慣を知っていて，日本語がで

きるので留学生を採用して，３～４年徹

底的に教育し，そしてその人をキーマン

に，幹部を連れて海外に進出する。それ

で経営会議は日本語でやって，伝えると

きにはこの留学生を中心にやりなさいと。

そしてこの人たちに資本を持たせて，最

後にはそこの社長にしなさいというよう

なマッチングをしたりしています。

大手企業の使っていない特許活用支援

も行っています。富士通には１６万件の

特許があります。この特許を使ってビジ

ネスモデルを考えるコンテストを実施し

ています。これは文系の大学が出ていま

す。昨年は埼玉大学さんが優勝しました。

これは学生が考えたビジネスモデルを中

小企業と連携したりして活用するような

体制を支援しています。

これはマスクメロンです。１株のマス

クメロンから６０個のメロンが採れる。

実はこれは製造業の電気設備の会社が農

業を始めるとこの様な結果になるのです。

次に，融資の期間を考える上でいま建

物の耐用年数を弾力運用しています。現

在は木造の耐用年数を２４年と言ってい

ますが，奈良や京都に行くと神社仏閣は

１，０００年以上ですから，木造が２４年で

壊れることは無い。

耐用年数を１００年程度としているアメ

リカでは，一昨年は中古住宅が全体の住

宅の９０％です。新築は１０％です。日本

もこれからどんどん人口が減っていくの

に，８３％が新築で，１７％が中古です。

これらは耐用年数の違いです。ここに今

手をつけているところです。

中小企業の大きな課題について考えを

述べたいと思います。いま中小企業の中

で大変なのは事業承継です。

少子高齢化で後継ぎがいない。だから

自分の代で事業を廃業しようと考え，新

しい設備投資をしないから，自分が年を

取るころには廃業するような企業になっ

ていっているのです。このモデルを変え

ないと，いくら創業支援してもどんどん

企業が減り雇用は減っていく。

したがいまして，所有と経営を分離し

て，後を継がない子どもさんは株主にな

り配当を受取る。その配当には５割くら

い税金を掛ける。そしてその子どもさん

が M&A でこの会社を売ったならば，

この会社の M&A に対する利益に６５％

くらい税金を掛ける。けれども事業を継

続する場合の通常の相続時には，相続税

をかけない体制を作るべきだと思います。

そうしないと地域は活性化しないだろう。

なぜならば，日本の企業数の９９．７％，
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雇用の７割を中小企業が維持しているわ

けですから，中小企業が元気にならない

と地域は活性化しないと思っているから

です。

最後に当金庫が目指す方向について説

明します。私たちは真の協同組織をさら

に追及していく。具体的には，協同組織

の機能を更に活用してメイン先を守る体

制を徹底的に実施する方針です。そのた

めメイン先を増やしています。そして第

一段階として中小企業の資本政策を実施

し，経営力を強化しています。また，継

続的な取引の中で強い信頼関係を保つた

め，戦略的 CRM で徹底的にお客さまの

課題や強み等の情報を共有化する体制を

構築して行きます。

そしてお客さまには，中小企業は自分

たちだけでいろいろな課題解決をやろう

としないで下さいと伝えています。西武

信用金庫の人とモノと金と情報を使って

やって下さいと。なぜならば，皆さま方

が，この金庫のオーナーなので上手に金

庫を活用して下さいと言っています。

時間になりましたので，これで私の話

を終わりにしたいと思います。本日はど

うもありがとうございました。

【司会】 落合様，どうもありがとうござ

いました。

続きまして行政の立場から，金融庁監

督局審議官であられます西田直樹様から

「地域金融機関に期待される役割」とい

う演題でお話をいただきます。

西田直樹様は，１９８２年，近畿財務局

理財部金融監督官，２００１年に金融庁監

督局総務課監督企画官，２００８年に地域

金融担当の銀行第２課長をつとめられ，

また，信用機構対応室時代には一時国有

化されました足利銀行の民間売却をまと

めあげられました。そして昨年より金融

庁監督局担当の審議官として仕事をされ

ています。

それでは，西田様，よろしくお願いい

たします。

地域金融機関に期待される役割

金融庁の西田です。よろしくお願いし

ます。

それでは，早速ですけれども，私から

は，中小企業の経営支援あるいは地方創

生に向けた取組みといった観点から，地

域金融機関に期待される役割についてポ

イントを絞ってお話をしたいと思います。

先ほど村本先生，家森先生から金融機

関に対する色々と厳しい課題をご指摘い西 田 直 樹 氏

西 田 直 樹
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ただきまして，それに対して，落合理事

長から積極的な取組みについてお話があ

りました。私は，地域金融機関を監督す

る立場から，地域金融機関をどのように

監督しているのか，地域金融機関に何を

期待しているかということについて，少

しお話をさせていただきたいと思います。

金融庁におきましては，昨年９月に金

融モニタリング基本方針を策定し，公表

しています。この中では，金融機関に対

する私どもの監督・検査にあたっての基

本的な考え方と，この基本的な考え方に

基づいてこの１年どのようなところに重

点を置いているかという重点施策につい

て明記しております。

図８を見て下さい。ここには，平成

２６事務年度の監督・検査の基本的な考

え方をお示ししております。

私どもの平成２６事務年度の大きな柱

というのは，１つは，一番上に書いてあ

りますように，デフレ脱却と好循環の実

現という点です。そしてもう１つは，一

番下にありますように，金融仲介機能の

発揮の前提としての金融システム，そし

て個々の金融機関の健全性の維持という

点です。

ここでいう好循環とは何かというのが，

この真ん中の図になるわけですけれども，

まず個々の金融機関が自らの金融仲介機

能をしっかりと発揮していただいて，真

に顧客のためになる金融サービスあるい

は金融商品を提供していただく。そして，

それによって顧客の成長・発展，すなわ

ち産業あるいは企業の持続的な成長や，

国民の安定的な資産形成というものにつ

なげていただく。そのような取組みを通

じて，顧客の成長等の果実というものを

金融機関が享受することによって安定的

な収益を確保する。

このような好循環をぜひ実現させるた

図８ 今事務年度の監督・検査の基本的な考え方

デフレ脱却と「好循環」の実現

顧客の成長・発展

・産業一企業の持続的な成長
・国民の安定的な資産形成

安定的な収益確保

顧客の成長等の果実を
金融機関が享受

金融仲介機能の発揮

真に顧客のためになる
金融商品・サービスの提供

「好循環」

（金融仲介機能発揮の前提としての）
金融システム・金融機関の健全性の維持
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めに，私ども監督・検査を行っていきた

いということを示させていただいている

ところです。

図９を見て下さい。この金融モニタリ

ング基本方針の中には，地域金融機関に

おける課題と平成２６事務年度の考え方

というものを明記させていただいていま

して，まさにこの部分が私の本日のテー

マになっています「地域金融機関に期待

される役割」というものにつながると考

えています。

一番上に書いてありますように，一言

で申し上げると，地域金融機関の役割と

して，その地域の経済・産業活動を支え

ながら，地域と共に自らも成長・発展し

ていくという，好循環の実現に向けた取

組みを強化していくことが求められてい

ると考えています。

ここにも好循環の絵を描いていますけ

れども，地域金融機関による企業の事業

性評価，解決策の提案・実行の支援。特

に，事業性評価を重視した融資や，コン

サルティング機能をしっかりと発揮して

いただく。それによって地域の企業の生

産性の向上，あるいは産業の新陳代謝を

促進していただき，それを通じて地域の

雇用や賃金の改善，地域経済の活性化を

図っていただく。そのような取組みを通

じて地域金融機関自らの安定的な収益を

確保し，財務の健全性の維持・向上を図

っていただく。このような好循環の実現

を目指して，私どもとしては監督・検査

を行っていきたいということを明記させ

ていただいています。

そして，地域金融の中核的な担い手と

なっている地域銀行等については，地域

経済の活性化に向けた取組みというもの

を主導する役割というものをしっかりと

発揮していただきたい。本日は落合理事

長が来られておられますが，信用金庫，

図９ 中小・地域金融機関に対する監督・検査について（平成２６事務年度金融モニタリング基本方針より）
地域金融機関における課題と今事務年度の考え方

地域金融機関による企業の事業性評価，
解決策の提案・実行の支援
特に，事業性評価を重視した融資や
コンサルティング機能の発揮

地域の企業の生産性の向上
産業の新陳代謝の促進

地域の雇用や賃金の改善
地域経済の活性化

地域金融機関の安定的な収益の確保
及び健全性の維持・向上

○ 地域金融の中核的な担い手となっている地域銀行等は，地域経済の活性化に向けた取組みを主導する役割を発揮
信用金庫・信用組合は，地域・中小企業専門の協同組織金融機関として，会員・組合員に期待される役割を発揮

○ 地域金融機関は，こうした役割の発揮のために必要な機能やその前提となるリスク管理態勢，経営体力の一層の
強化を図ることが重要

○人口の減少等が予測される中，５～１０年後を見据え，中長期的に持続可能なビジネスモデルの構築

地域金融機関は，地域の経済・産業活動を支えながら，地域とともに自らも成長・発展して
いくという「好循環」の実現に向けた取組みを強化することが求められている

以上を踏まえ，経営陣と議論を深めるとともに，更なる検討を促していく
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信用組合については，地域・中小企業専

門の協同組織金融機関として，会員・組

合員に期待される役割をしっかりと発揮

していただく。そのような役割を発揮す

るためには，それぞれの金融機関に必要

な機能とか，その前提となるリスク管理

態勢や経営体力の一層の強化を図ってい

ただく。このようなことが重要であると

考えています。

私どもは，このような考え方の下で，

経営陣の方々と議論を深めることによっ

て，それぞれの地域金融機関による更な

る取組みを促していく，そのような監督

を行っているところです。

次に，地方創生に関連して少しお話を

させていただきます。

皆さん既にご案内のことと存じますが，

昨年１２月末に「まち・ひと・しごと創

生」の「長期ビジョン」と「総合戦略」

が閣議決定されています。長期ビジョン

というのは，日本の人口の現状と今後の

目指すべき方向性を示したものであり，

総合戦略は，長期ビジョンを実現するた

めに，今後５年間の目標や施策の基本的

な方向，その目標を達成するための施策

を明記しているものです。

地域経済や地域金融機関の課題につき

ましては，只今その概略をお話させてい

ただいた，金融モニタリング基本方針に

おいて金融庁としての基本的な考え方を

示させていただいているわけですけれど

も，今回の「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」も基本的にはこの同じ考え方に

立って策定されているというように私ど

もは理解しているところです。

すなわち，その基本的な考え方と申し

ますのは，人口減少等が進む中で地域の

企業あるいは産業の活性化を図って地域

経済の持続可能性を高めていくことが必

要であり，おそらくそれがひいては金融

機関自らの健全性の維持・向上にもつな

がるという，いわば「好循環」を実現す

るという点で，まさしく同じものである

と考えています。

特に，先ほど村本先生からもお話があ

ったように，地域における雇用の７割程

度を占めているサービス産業を中心とし

た非製造業の生産性を向上させていくと

いうことが，賃金の上昇などを通じて，

総合戦略に記載されている雇用の質の改

善・向上にもつながるものと考えている

ところです。

その中で，地域金融機関に期待されて

いる役割という観点から申し上げますと，

様々なライフステージにある企業の経営

課題の解決を支援していくということが

何よりも重要だと思っています。

図１０を見て下さい。総合戦略の中に

「地域企業応援パッケージ」というもの

が盛り込まれています。ここがまさに地

域金融機関に期待されている役割が書か

れている部分です。地域企業による生産

性・効率性の向上，雇用の質の確保・向

上に向けた取組みや，地域における金融

機能の高度化が必要である。このような

課題設定の下で金融等による「地域企業

応援パッケージ」を策定して，産業・金

融両面からの政府の支援等を総合的に実

施して，様々なライフステージにある企

業の課題解決に向けた自主的な取組みを

官民一体で支援していくこととしていま

す。

この真ん中に企業のライフステージと

経営課題のイメージというものが書かれ
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ていますけれども，企業のライフステー

ジには色々な段階があります。例えば，

創業・起業，新興のステージでは専門人

材や資金の確保が課題になってきますし，

成長というステージに入ってくると，生

産性を向上させ，さらに成長させるため

の資金の調達が必要になってきます。そ

して，成長鈍化というステージになると，

経営改善，生産性の向上，体質強化ある

いは事業の転換，M&A，会社分割など，

色々な課題が出てくるのではないかと思

っています。さらに，衰退というステー

ジになりますと，内科的な対応ではなか

なか難しい過剰債務を解消するとか，あ

るいは事業の再構築を行うための抜本的

な事業再生という対応が必要でしょうし，

単にそのまま衰退という状態を放ってお

くと，法的な整理に入って，自分の企業

だけではなく，そこで働く従業員の方々，

あるいは取引先にも大きな迷惑をかけま

すので，できるだけ早めの円滑な退出と

いうことも課題として挙がってくると思

います。

このような様々なライフステージにあ

る企業について，地域金融機関が自らの

ノウハウ，マンパワー等を活用しながら，

企業がどのような課題を解決する必要が

あるのか把握していただいて，その課題

認識の下で，こんな処方箋を提案してい

けばいいのではないかということを考え

ていただきたい。

落合理事長からお話があったように，

色々な専門家を活用されています。当然

それぞれの金融機関において，人材も十

分ではない，あるいはノウハウ的にもま

だまだというところがあれば，それはそ

れぞれの金融機関が冷静に自らのノウハ

ウやマンパワーの不十分性を認識してい

ただいた上で，積極的，戦略的に外部専

門家や外部機関と連携することによって，

図１０ 産業・金融一体となった総合支援体制の整備
―金融等による「地域企業応援パッケージ」―

埋もれている地域資源を活用した事業化 サービス業をはじめとした生産性の向上 再出発に向けた環境整備，事業承継支援等

地域企業による生産性・効率性の向上，「雇用の質」の確保・向上に向けた取組や地域にお
ける金融機能の高度化が必要。
⇒ 金融等による「地域企業応援パッケージ」を策定し，産業・金融両面からの政府の支援等
を総合的に実施し，様々なライフステージにある企業の課題解決に向けた自主的な取組を官民
一体で支援する。

企業のライフステージと経営課題（イメージ）
経営改善・生産性向上・体質強化
事業転換・M&A・会社分割

売上高・
利益額 成 熟

成長鈍化成 長
抜本的な事業再生

（過剰債務の解消，事業の再構築）生産性の向上
成長のための資金調達

新 興 衰 退

専門人材・資金の確保 円滑な退出（事業整理）創業・起業
時間

金融等による「地域企業応援パッケージ」
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それぞれのライフステージにある企業に

とって，最も相応しい解決策というもの

を一緒になって考え提案して，それを企

業との間で合意形成ができた段階でその

実行を支援していただく。そのような取

組みが今後特に求められているのではな

いかと思います。

金融機関は，単に資金を供給するとい

う役割，いま申し上げたような事業性評

価に基づく融資だけではなくて，例えば

色々な解決策の提案，あるいはその実行

の支援というものが大きな役割として，

今，クローズアップされているのではな

いかと思っています。

このような取組みについては，私ども

は単に金融機関に対して「こういう取組

みをやって下さい」と促すだけでは十分

ではないと思っていまして，例えば，地

域経済活性化支援機構に専門家派遣の枠

組みを設けたり，資金供給のためのファ

ンドを作るお手伝いができるような機能

を持たせたりするなど，環境整備を行っ

ています。そのようなものが一体となっ

て，一つでも多くの企業に対して最適な

解決策が提案できて，その実行を支援で

きれば，中小企業の経営改善や生産性向

上等にもつながっていくのではないかと

思っています。

私どもは，そのような方向で，監督と

いう中で金融機関の取組みをモニタリン

グして，色々な意見交換を行う中で，金

融機関の積極的な取組みを促していく。

そのようなことに今取り組んでいるとこ

ろです。

私からは以上です。どうもありがとう

ございました。

【司会】 西田様，どうもありがとうござ

いました。

それでは，最後に，ベンチャーの立場

から，斎藤聖美様にお願いします。「実

践的な支援を！」というテーマです。

斎藤様のご経歴を簡単にご紹介します。

斎藤様は，慶應大学をご卒業後，日本経

済新聞社，ソニーに勤務なさったあと，

ハーバードビジネススクールに留学され，

MBA を取得しておられます。その後，

モルガンスタンレー投資銀行のエグゼク

ティブディレクター，１９９２年４月には

国際ビジネスおよびベンチャー企業立ち

上げのコンサルティング会社を設立され

ました。そして２０００年４月に現在のジ

ェイ・ボンド東短証券株式会社を設立さ

れ，代表取締役社長に就任されています。

それでは，斎藤様，よろしくお願いい

たします。

実践的な支援を！

皆さん，こんにちは。最後になりまし

て，たぶんお疲れだと思いますが，あと

１５分だけお付き合い下さい。

私，いまご紹介いただきましたように，

２０００年に今の会社を立ち上げました。

そのときにいかに苦労したかという，涙

斎 藤 聖 美
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なくしては語れないところをお話したい

と思っていたのですが，それが，実は私

がいかに情報不足であったかというのが，

今日のお話を伺ってよくわかりました。

ですから，こういう間違いを犯さないよ

うにということでお聞きいただければと

思います。

起業家を阻むものということで，まず

法規制。これはいろいろと最近ベンチャ

ーに優しくなってきましたが，まだ規制

が多い。それから，西田さんの前で何で

すが，行政のご理解不足というのも非常

に高い壁です。それと大企業。大企業の

方たちのベンチャーに対する冷たい扱い。

これにずい分泣かされました。大学の関

係の方も大変多くいらっしゃいますけれ

ども，やはり教育，人材というのも大き

な問題の１つかなというように思ってい

ます。

私どもは日本国債の電子取引システム

を構築して運営している会社です。設立

時いくらお金はあっても足りない状態で

した。たしか銀行の方に紹介していただ

き，「新事業創出促進法，夢に向かって

驀進，通商産業省」というのを知りまし

た。あまり最近の事例だとちょっと話し

づらいこともありまして，昔のものを持

ってきました。この「夢に向かって驀進」，

「新事業創出」というのは，私たちにち

ょうどぴったりではないかと思って，申

し込むことにしました。

まず何か用紙を取り寄せて記入すれば

いいでしょうと軽く思っていたのですが，

伺いましたら，まず投資事業何とかかん

とかという組織に行って，そこで事前に

チェックをしてもらい，それから，いま

は経産省になっていますけれども通産省

に行く。そのときにお取引先の銀行員と

一緒に行かなければいけない。そもそも

その辺から非常にハードルの高いもので

した。

それを何とか乗り越えて，非常に書き

づらい申請書も時間をかけて書きました。

そして担当の方と話をしましたら，認定

基準がＡ，Ｂ，Ｃと３つあると，大変丁

寧にご説明下さいました。

まず成長志向性。「大体５年以内に株

式上場を目指して具体的に頑張っていま

すね」ということを言われました。「は

い，もちろんです」と当然お答えしまし

た。しかし「あなたは全くわかっていま

せん」と言われました。具体的かつ確実

な計画というのはどういうことであるか。

「主幹事証券が決まっていますか。それ

と監査法人と契約していますか。これが

なければ先ほど申し上げたような条件に

は当てはまりません」と言われました。

新しい会社で，これからシステムを作ろ

うというところに主幹事証券が決まって

いるわけはありません。主幹事証券が決

まっていたらこんな支援策はいらないわ

けなのですが，それを堂々と言われまし

た。

斎 藤 聖 美 氏
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認定基準その２。新しい商品，新しい

サービスでなければいけませんというこ

とでした。当時，債券の電子取引システ

ムというのは日本にありませんでしたの

で，大変新しい，画期的なサービスです。

これも胸を張って「イエス」と答えまし

た。これに関しても「あなたはわかって

いませんね。新しいサービス，新しい事

業というのは，本当に新しくなくてはい

けません。いままで電話でやっていたも

のを代わりにインターネットでやる。こ

れは新規性が認められません」と言われ

ました。大変頭にきまして「それだった

らば，それまで馬車，馬で引っ張ってい

た車がエンジンで動く自動車になった。

これも手段が変わっただけで，新規性は

なかったのですね」と言いたかったので

すが，やはりお役所に対しては怖かった

ので，何も言わないでおとなしく引き下

がりました。

事業方式の改善。これも新技術を利用

しなければいけないとおっしゃるのです

が，その仕組みを変更する，つまりビジ

ネスモデルを新たに構築するというのは

新技術ではないと片づけられました。

そして「事業の実施方法や必要な資金

の額，調達方法が事業を確実に実施する

ために適切であると認められること」と

いう基準が認定基準のＣにありました。

それはどういうことであるか。「確実に

実施ということは，契約をいくつ取って

いるのですか。どのくらい顧客がついて

いるのですかということです」というご

説明をいただきました。「顧客がついて

いれば，何もあなたのところへ来ません

でした」と言いたかったのですが，これ

もグッとこらえて言いませんでしたが。

つまり，このような高いハードルをど

ういうわけかこの担当官は作っていらし

たのですね。たぶん公平性を保つために

は，一定の基準を作らなければいけない。

いちばん成功率を高くするにはこういう

ことが必要だというようにお考えになっ

たのだと思うのですが，利用者のことを

全く考えて下さっていなかったというこ

とがよくわかりました。

国や県がいろいろな支援策を持ってい

ると友だちから教わり，支援策が一覧に

なった本，分厚い本を見ました。しかし，

この経験から，どれもきっと使えないだ

ろうなと思って，諦めました。

女性の起業家に対してもいろいろな支

援プログラムがあります。特に銀行は女

性のための何とかかんとかというプログ

ラムが多くありましたので，ひとつ試し

てみました。やはり書類がたくさんあり

ます。ものすごい書類をたくさん書かさ

れました。準備にずい分時間がかかりま

した。

しかし，最初の質問でおしまいになり

ました。「これからどういうことをなさ

るのですか」ということに対して簡単に

ご説明申し上げます。そして，やはり同

じことですね。契約数。「お客様はそれ

で何人いらっしゃるのですか」というこ

とを聞かれました。「いま会社を作って，

これから始めるのに，お客様がいるわけ

がないと思いますが」と言いましたら，

「大体こういうプログラムにいらっしゃ

る女性というのは，いままで何かお仕事

をしていて，そこから独立をするという

女性です。美容院にお勤めになっていた

方が自分のお店を持つ。そのためにお客

さんは何人か確保している。そういう女
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性の起業をお助けしています。あなたの

ような B2B のビジネスの女性はいませ

ん」と言われました。

あのころに西武信用金庫さんをもし存

じ上げていたら私の人生はずい分変わっ

ていたのではないかと思うのですが，残

念ながらそのころは存じ上げませんでし

た。

そういう方が銀行のフロントにいたの

ですね。いま，それがどのくらい変わっ

ているのか。先ほど家森先生のデータを

拝見すると，あまり変わっていないんだ

なと，ちょっとというか，かなり寂しい

思いになりました。

ベンチャーは毎日大企業と戦いながら

生きています。私はベンチャー企業をい

くつか立ち上げました。その中の経験で，

大企業というのは本当に敵に回すと嫌な

相手だというように思いました。

なぜ嫌かというと，ベンチャーが何か

新しい商品，サービスを開発します。１

人でやると大変ですから，大会社のほう

に「提携しませんか。こういうものがあ

るので，何かお役に立ちませんか。ご一

緒できませんか」というようなことをア

プローチします。しかし，大体が「ああ，

そうですか。おもしろそうですね。検討

します」と。「検討します」というのは

「ご苦労様。さようなら」という意味な

のですね。検討して下さったところはほ

とんどありませんでした。大体無視され

ました。これが名前のある会社である程

度の実績があるとずい分違ったのでしょ

うが，新しい会社で実績が出ていないと

ころに対しては皆さん大変冷たいのです。

冷たいくらいならいいのですが，大変

悲しかったのは「盗み」です。この「盗

み」というのは何かというと，私たちが

何かいいアイディアを思いつき，それを

始める。そうするとそのアイディアを盗

んでしまうのです。大企業ですから，リ

ソースがあります。私たちのアイディア

をもっといいものにして安くして出して

しまうということを，ずい分されてしま

いました。ですから，大企業に行ってプ

レゼンテーションをするときは，どのよ

うにしたらアイディアを盗まれないよう

に，売り込みをするかという，大変難し

い課題を抱えていました。

インターネットの仕事をしていたとき

です。まだ今のように皆さんが電子メー

ルを日常生活で使わない頃，１９９６年の

ころです。まだ日本人はパソコンをあま

り使っていませんでした。キーボードを

日本人は使わないと言われていたので，

それであればと電子メールではなくてペ

ーパーメールというのを作りました。つ

まりメールを送るとそれがファックスに

バッと印刷される。そうするとその中身

を見て電話をすれば，コミュニケーショ

ンが非常に速くなる。メールアドレスを

名刺に書いておくと「いや，すごいです

ね。もうメールをやっていらっしゃるの

ですか」と言われて，イメージがよくな

る。そういうことでこのペーパーメール

を始めました。おかげさまで大人気を博

しました。

しかし，２カ月もしないころに某社が

これを無料で提供し始めました。したが

って私どもは撤退を余儀なくされました。

大企業とはどうすれば本当にいいお付

き合いができるのか。私にはまだうまく

できた経験がありませんので，「盗む」

というような過激な言い方になってい
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ます。

さらに「殺される」ということも現実

にあります。それはどういうことかと申

しますと，中小企業あるいは零細企業で

何かいい商売，いいサービスを提供しだ

した。そうすると目の上のたんこぶにな

りますから，安い値段で攻勢をかけるな

どして，その会社を殺す，潰す。

アメリカの場合にはベンチャーを始め

る方が多くいます。そして成功する方も

多いのですが，それは１つには大企業の

態度が違うということだと思います。い

いシーズあるいは何か芽が出そうなビジ

ネスを始めると，大企業はその会社を買

収します。高く買い取ってくれます。上

場だけが exit ではないのです。大企業

に見出されて買ってもらい，投資した金

額の何倍，何十倍でリターンがくるとい

うことが現実に起きるので，皆頑張りま

す。けれども日本ではそういうケースは

非常に稀です。

そういうことで，私の大企業に対する

恨みつらみがこの「盗む」「殺す」とい

う過激な言葉に出ていますが，それは現

実であり，あまり変わっていないのでは

ないかと思っています。

教育。これは人材の問題です。零細企

業ですとなかなかいい人材が集まってく

れません。それはやはり，リスクを取り

たくないという方が多いからなのだろう

と思います。独立心があって，リスクを

冒してでも何かおもしろいことをしてみ

たいというような人たちが多ければ，小

さなベンチャーに入って頑張ろうという

人も出てくるのだろうと思うのですが，

あまりそういう思考は日本では一般的で

はありません。特に大学生。大学まで進

学した，４年間勉強したという人たちは，

リスクを取らないで安定した企業に入り

たいという気持ちが強く，独立心があま

りない。したがって，ベンチャーあるい

は中小企業にはなかなかいい人材が来て

くれないというのが大きな問題かと思い

ます。

それともう１つ，若い人たちと話をし

ていると，考えるというプロセスに慣れ

ていない人が多いと思います。「これは

こうして，ああして」というように指示

を与えるときちんとやり，真面目に働く

のですが，「これをちょっとやっておい

て。やり方はどうでもいいから考えてお

いて」と言ってポンと渡すと，自分で考

えるということを訓練されていないので，

どうしていいかがわからなくなってしま

う若い人がすごく多い。思考能力，考え

るという教育がもっとあればいいのにな

と思っています。

そしてリスクを取れる人材が増えれば，

ベンチャーはまた変わってきます。日本

で中小企業の数が増え，開業率が高まり，

廃業を上回るのではないかと思っていま

す。

先ほど申し上げましたように，いろい

ろな制度があり，いろいろな支援制度が

ある。けれども，本当にそれが使えるよ

うになっているのか。制度の設定自体は

うまくできているのかもしれませんが，

なかなか現場で使えるようになっていな

いというところが大きな問題だと経験か

ら思っています。

先ほどコンサルティングをなさる銀行

員の養成をなさっている，またそれを奨

励しているというお話を伺い，大変心強

く思いました。ベンチャーはとても忙し
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いのです。何しろ人を雇えない。人が雇

えたとしても十分ではない。ですから時

間がありません。それなのに，難しいこ

とを申込み用紙にいろいろ書かなければ

いけない，細々と作文をしなくてはいけ

ないというのは大変な負担です。それを

自分でやらなくても，コンサルタントで

経験のある方がアドバイスして下さる。

そのようなシステムができていたら，ず

い分楽になると思います。もうやる気は

ないのですけれども，万が一もう１回ベ

ンチャーをやるとなったら，そういう専

門家の知見を活かして次回は楽にやりた

いなと思っています。

どうもご清聴ありがとうございました。
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討 論

鹿野 それでは，パネルセッションの

第２部をこれから始めさせていただきま

す。

このセッションは，３部構成でやらせ

ていただきます。

第１部では，私のほうから先ほど４名

の先生方からご講演いただいた内容を簡

単にまとめさせていただいたあと，報告

のなかにあった論点をさらに明確にする

ような質問，あるいは報告者間で若干の

意見の相違がある，あるいは他の方の意

見を聞いてみたいというような論点につ

いて提示させていただき，そうした論点

についてパネリストの先生からご意見を

ちょうだいしたいと思います。これが第

１部です。

第２部では，本日のテーマである中小

企業支援・政策システムについて皆で議

論していただければと思っております。

第１部で大体２０分，第２部で３０分，そ

れで残りの時間を第３部として，フロア

ーの皆様方から質問を受けさせていただ

きます。

こういう方向で運営させていただきま

す。よろしくお願い致します。

最初に，第１部から始めます。家森先

生からは，金融機関は地域貢献，地域の

皆様と共に歩む，地元に貢献する，地域

の皆様に奉仕するということを謳われて

いる。しかし，実際に個々の銀行が営業

でやっていることはかなり違っていて，

金利を安くして取引相手を奪いとること

が多いなど，本音と建前がかなり違って

いる。その背景にあるのは，金融機関の

業績・事業評価システムでは地域貢献よ

りも利益の拡大に重点に置かれているか

らではないかという問題指摘がありまし

た。この点につきましては後ほど西武信

金の落合理事長にお話をちょうだいでき

ればと思っています。

家森先生のご講演のなかで気になった

点が２つあります。一つは業績評価とか

人事考課というのが金融機関の行動を変

更するほど重要なものなのか，その辺に

ついての評価みたいなものをお聞きして

議論の手掛かりにしたいと思っておりま

す。これが第１点です。

もう１つは，家森先生の資料図７を見

て下さい。コンサルティングのうち成功

経験があると回答された項目数が過半を

占めていますが，金融機関のコンサルテ

ィング業務のうち具体的にどのような助

言が成功したのかということについても

う少し詳しくお教えいただければと思っ

た次第です。コンサルティング業務との

関連で私が気になったのは，２００９年１２

月に施行された金融円滑化法です。この

法律は要は借り手企業から債務返済の繰

り延べ要請があれば，銀行や信用金庫は

真面目に聞きなさいというものです。こ

の円滑化法についてはあまり評判がよく

ないですが，この前も京都の金融機関の

方々と議論していると，あれはあれでよ

くよく考えると銀行の借り手企業に対す

る見方を変えたよという意見が聞かれま

した。銀行としては景気が悪くなったら
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すぐに取引を縮小する，あるいは融資を

打ち切るという形で考えていたけれども，

金融円滑法のおかげでやはり取引先の身

になって考え，経営が悪くなったところ

を改善してもらって一緒に成長していこ

うという意識が芽生えたとおっしゃって

いました。家森先生は，この辺について

どのようにお考えなのでしょうか。これ

が第２点です。

この２点についてご意見をお聞かせ願

えませんでしょうか。

家森 ありがとうございました。

２点お答えします。まず第１が，この

業績評価が金融機関の行動に影響してい

るかどうかということです。

きょうお手元にお配りした中には直接

お答えできる資料はないのですけれども，

次のようなことをやってみました。業績

評価の中で経営支援への取り組みという

のを非常に重視している比率と，「おた

くの金融機関の全般的なコンサルティン

グ能力は向上していますか」という質問

とを掛け合わせてみると，やはり非常に

重視をしているところほどコンサルティ

ング能力が上がっているという答えにな

っていました。少なくとも経営支援を重

視していればそういう方向に皆，動いて

くれるのではないかと期待できる結果で

す。

私は，そもそもある意味楽観していま

して，金融機関というのはもともと特に

地方に行けば最も人材の豊富な組織なの

できっとうまくできるはずだと思ってい

ます。逆に言うとここでだめだともうや

れるところがないということで，楽観し

ておかないといられないという面もあり

ます。

それから第２点目です。金融円滑化法

の評価についてです。私は，円滑化法そ

のものよりも，その前に，不良債権の認

定基準がかなり変わった時から，状況が

大きく変わってきたのではないかと思っ

ています。要は企業を支えているときに，

いままでのように返済可能性だけで判断

するのではなく，返済可能性のグレーゾ

ーンに対する治療方法についてメニュー

を増やせたのではないかと思います。さ

らに，最近ですと，例えば経営者保証に

ついてガイドラインができて，ぎりぎり

まで行かなくても早期に対応することが

可能になってきています。金融危機の経

験の中で，いろいろな治療方法を増やし

てきたという点で，評価できる面もある

のではないかと思います。以上です。

鹿野 ありがとうございました。

それでは，続きまして西武信金の落合

理事長に３点ばかりお教えいただければ

と思います。

理事長は，西武信金の経営はちょっと

変わっているとおっしゃっていましたが，

ご講演を聞き，私も変わっていると思い

ました。こんなに先進的な信用金庫を見

たのは初めてであったからです。そうい

う意味でいうと，非常にプラスのアウト

ライヤー（異常値）なのだろうと思いま

す。

そのように考えると，１つ疑問が出て

きます。これが第１の疑問です。銀行あ

るいは信用金庫というのは，いい経営を

やっているところがあれば，皆それを追

随する，あるいは真似ようとする。先進

的なリーダーが登場すれば，フォロワー

シ ン ポ ジ ウ ム

― ―１６１



が出てくるということです。しかし，実

際にはそういう動きが拡大していない，

あるいはあまり出ていないと感じるわけ

です。それゆえ，なぜ西武信金の動きを

追随する金庫が出てこないのかというの

が第１点です。

第２点の質問は，信金の革新性とも関

連するのですが，ベンチャーファンドを

立ち上げてベンチャー企業を支援すると

いう話があります。これは非常にいい話

なのですが，ベンチャー企業がうまい具

合に大きくなったら，どうするのかとい

うことです。信用金庫が取引できるのは

中小企業に限定されています。資本金で

いうと３億円以下，従業員３００人以下，

どちらかです。これよりも大きくなって

しまう，つまり立派に育って大きくなっ

たら，取引できなくなってしまう。しば

らくの間は，卒業生金融と言って認めら

れるけれども，よい企業を育てあげれば，

地方銀行か第二地銀，都市銀行に取られ

てしまう。何かもったいないと感じませ

んか。この辺について，どうお考えなの

かというのが第２点です。

第３点は家森先生からの報告に関連す

る質問です。金融機関の業績評価あるい

は人事考課が，地域貢献を標榜していて

も，実は日々の銀行員の仕事から，そう

いう意識を頭のなかから消し去っている

のではないのかというご指摘がありまし

た。それについて，どのように考えてい

らっしゃるのかお教えいただけませんで

しょうか。よろしくお願いいたします。

落合 はい，わかりました。

第１点の，なぜ追随者が出てこないの

かという質問ですが，追随者は少し出て

きております。ここ数年，ずい分変わっ

てきています。

しかし，なぜ抜本的に大きく変わらな

いかと言えば，第一に金融機関の経営は

保守的であり，時代の変化に対応するス

ピードが弱い。したがって，お客さま目

線でビジネスモデルを見直すことが遅れ

ている。第二に金融機関は体力がありス

トックビジネスなので，変化に対応しな

いことのデメリットが経営に現れにくい。

第三に中途半端な対応をするとリスクや

コストが表面化し，メリットが出て来な

いので本腰を入れて実施する金融機関が

少ない。

２つ目のベンチャーファンドの質問に

ついてですが，企業を育成すると大きく

なることから，卒業生金融となり大手銀

行に取られるのではないかとの意見です

が，これは，私は企業が大きくなり信用

金庫では対応できなくなった時は取られ

てもよいのだと思っています。

なぜならば，信用金庫が本当に地域を

活性化するのには，地域で起業を増やし

育成し雇用を増やして行くことが大切だ

からです。私たちは中小企業専門金融機

関ですが，地域の中小企業に対する資金

供給を活性化する目的ならば，今後は大

企業と取引をしてもよいのではないかと

思っているのです。

たとえば NEC があって，その周りが

企業城下町となり，それこそ１００ぐらい

の下請け会社があるのなら，NEC と取

引しているところは，ほとんど無審査で，

NEC に対する売上の運転資金なら返済

財源が明確だから，債務者区分が厳しい

ところでも，どんどん安い金利で融資し

てあげることができるわけです。
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そのためには，中小企業，あるいは地

域を活性化する目的ならその町にはなく

てはならない大企業があるなら，地域の

信用金庫が限度額いっぱい融資して，不

足分を私たちには信金中央金庫という親

会社がありますので，ここが大企業に応

援できるのですから，融資すると，実は

メインではないけれども，影響力のある

金融機関になれる。

ですから，信用金庫でも中小企業や個

人に１００％融資するのではなく，地域を

活性化したり，地域の中小企業金融を円

滑にするためならば，２割ぐらいは大企

業向けの融資があってもよいのではない

かと私は思っています。

それから３つ目の地域貢献等が業績評

価に反映されていることが日々の行動に

結びつかないとの質問ですが，融資増強

は一般的な地域金融機関として重要な役

割でありますので，評価の中心になって

います。しかし当金庫は，本業の融資と

お客さま支援という２大項目で評価して

います。

私たちはどちらかというと，お客さま

支援を大きく評価しているため「新規先

の獲得」よりも，「メイン先を確保・増

強」にウエイトを置いています。なぜな

らば，将来協同組織金融の機能をさらに

発揮するためには，取引先全部は守れな

いから，メイン先を中心に徹底的にお客

さま保護を強化して行く体制を確立しよ

うと思っているからです。ですから，メ

イン先を増やしている。

鹿野 落合理事長，どうもありがとう

ございました。

続きまして，金融庁の西田審議官に，２

つ質問させていただきたいと思います。

１つは，今年度の監督方針に関連する

話です。西田先生の資料図９を見て下さ

い。「地域金融機関による企業の事業性

評価，解決策の提案・実行の支援等を発

揮した」とあります。こういうことをこ

れから検査においては重視されていくと

いう話はご説明いただきました。

そこで若干気になるのは，この課題と

いうのは，実はいまさら始まったことで

はないということです。銀行が生きて地

域と共に成長発展していくためには不可

欠なことであり，またリレーションシッ

プバンキングでも間接的に言われていた

ことでもあります。それをまた今回，コ

ンサルティング機能の強化ということで

あえて言わなければならないというのは，

金融庁のサイドから見られて，金融機関

の取り組みにおいて，そういう点に満足

されていないということなのでしょうか。

あるいは，「もっともっと，やれ」とい

うことなのでしょうか。これが第１点で

す。

第２点として考えていたのは，最終的

に金融機関は，借り手企業の破綻リスク

をどこまで取れるのだろうかということ

です。

積極的に取りにいこうとしたときにネ

ックになるのは「金融検査マニュアル」

という形で金融庁のほうから示された資

産査定のあり方です。借り手企業の経営

が悪化してある一定の水準を下回ったら，

しかるべき形で貸倒引当金を積むことが

要請されます。そういう意味で，画一的

な基準が適用されています。だから，裁

量的に，「ここは，いまきついかもわか

らないが，将来回復する可能性が高い」
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と判断して支援しようと思っても，なか

なかしにくい環境であります。それはや

はり，支援を行えばその分だけ，貸倒引

当金の追加負担を求められるため，コス

トが高くなるからだと思います。

こういう話がありました。昔聞いた話

なのですけれども，アメリカの銀行検査

ではそういうことはなくて，金融機関サ

イドがしかるべきリーズニングを出して，

それが納得できるものであれば，自己責

任の原則でリスクを取ってもよいことに

なっているようです。そういうところは

どうなのでしょうか，というのが第２の

質問です。よろしくお願いします。

西田 では，お答えします。

まず１点目ですが，本来，地域金融機

関というものは，地域に密着して，お客

様との長い取引関係の中で，融資や経営

支援をしていくという取組みをすること

が，基本的なビジネスモデルであると思

います。私自身，二十年近く，地域金融

機関の監督に携わっているのですけれど

も，やはりバブル崩壊の過程で，不良債

権処理に追われる時代が長く続いて，ま

ずは不良債権を何とか減らして，財務の

健全性を立て直さなければいけないとい

う時代があった。そういう状況の中で，

私なりに金融機関を見てきた印象として

は，その過程で営業現場が弱くなってし

まったり，リスクテイクすることが保守

的になっていったというのがあったので

はないかと思います。

やはり金融機関というのは，バンカー

としてある程度のリスクを取って，融資

だけでなく，その事業の内容等を見て，

しっかりと経営支援をしていくというの

が基本的な役割だと思っています。

そういう中で，平成２０年の秋に，リ

ーマン・ショックが起こって，元気に活

動している中小企業の方も，一時的に資

金繰りが厳しくなった時代に，亀井大臣

の下でいわゆる金融円滑化法という法律

を作りました。

この法律の趣旨と目的というのは，資

金繰りが厳しい中，貸付条件の変更をし

て負担を軽減している間に，それぞれの

企業に対して，色々な処方せんを一緒に

考え，その実行を支援していくというこ

とであったわけですけれども，結果的に

は平成２１年１２月から２５年３月末まで

金融円滑化法が続いたわけです。確かに，

金融機関にとっては，顧客に接触して資

金繰りの状況を見るという取組みは浸透

しましたし，金融機関における金融円滑

化のための体制も整ったと思います。

ただ，この法律があったが故に，どう

しても条件変更のところに軸足が置かれ

てしまった。その先の事業再生支援であ

るとか経営改善支援までやらないといけ

ないのに，なかなかその段階に進めなか

ったというところに課題が一つあったの

かなと私は思っています。

従って，金融円滑化法が施行されてい

る後半には，条件変更というのは，大体

実行率は９割を超える水準でずっと推移

していましたし，金融円滑化法が終了し

ても，金融機関の取組みは変わらず，条

件変更の実行率は９割という水準が続い

ているのですが，その条件変更を申し出

てくる顧客企業の状況を見ると，繰り返

し繰り返しこの条件変更を受けている。

あるいは，その条件変更をしている間に

経営改善計画を作りながら経営を支援し
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ていかなければならないのに，なかなか

計画を作る支援にまで行き届かない。そ

ういう問題が私はあったと思います。

そういう中で，金融庁としては，金融

機関には，円滑な資金供給や貸付条件の

変更も大事なのですけれども，もう１歩

踏み込んだ経営支援をしっかりやっても

らいたいということで，コンサルティン

グ機能を発揮して欲しい。コンサルティ

ング機能を発揮するためには，その顧客

企業の経営状況や経営課題をしっかり見

極めないといけない。だからこそ，この

事業性評価により力を入れてほしいとい

うことを，特に平成２３年５月に，地域

密着型金融の推進に関する監督指針を抜

本的に改正したときに，そういう方針を

明確にしてきたわけです。

それが，当時はまだ金融円滑化法が続

いている時代でもあったので，そういう

監督指針が出ても，すぐにはなかなかコ

ンサルティング機能の発揮に軸足が移り

にくかった面もあったと思いますが，今

やもう金融円滑化法のない世界で，基本

的な資金供給という役割を果たしながら，

もう１歩進んだ経営改善支援，事業再生

支援ということに，より力を入れてほし

いと思いますし，今回の金融モニタリン

グ基本方針でも，単に外科手術が必要な

取引先に対する支援だけではなく，そこ

にいく手前，先ほどライフステージでお

話しました成熟鈍化の局面の企業の状況

を，よく対面で議論し情報共有すること

によって，どういう課題があるかを認識

して，できるだけ早く経営改善に向けた

処方箋を講じて，その実行を支援してい

く。そういう取組みをしていただきたい

という思いで，この金融モニタリング基

本方針を策定したところです。

先ほどのご質問の２点目の金融検査マ

ニュアルとの関係ですが，確かに金融庁

のこれまでの行政というのは，金融機関

の健全性を見るときに，金融機関が個々

の債務者に対して融資をしている，その

１本１本の融資を査定するということを

やっていました。査定をして債務者区分

が適切であるか，そしてその債務者区分

に応じた引当がしっかりとされているの

かということで，個々の債務者の状況を

見ることによって金融機関の健全性を評

価してきたのですが，実は，この金融モ

ニタリング基本方針というのは，その点

について大きく方向転換しております。

金融機関の財務の健全性，経営の健全

性を見るときには，全体としてこの金融

機関はどういうところにリスクを抱えて

いるのか。そういうことをよく見た上で，

その銀行の，例えば与信集中リスクとか

金利リスクなど，色々なものを多面的に

評価して，この金融機関のリスクに対す

る管理態勢がしっかり整っていれば，経

営に大きな影響を与える大口与信以外は，

金融機関の自己査定を尊重するという方

針を明確に打ち出しました。

従って，債務者区分のあり方，引当の

あり方については，まずは個々の金融機

関がしっかり考えて対応できるような環

境に移りつつあるということです。

以上です。

鹿野 西田さんありがとうございまし

た。

それでは，続きましてジェイ・ボンド

東短証券の斎藤取締役社長に，２，３

点お教えいただければと思います。
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斎藤社長のほうからは，ご自身の経験

から，起業家を阻むものとして，法規制，

行政の無理解，大企業の対ベンチャー戦

略について，丁寧にお教えいただきまし

た。

それで私が持った印象とは，実はこれ

は日本社会のありようそのものではない

かということです。それで，気になった

のは，ご講演で取り上げられた４つの要

因は１０年，２０年経ってだいぶ変わった

のでしょうか，変わらないのでしょうか。

仮に変わらないとした場合，なぜ変わら

ないのでしょうかと。そういうところを

お教えいただけないでしょうか。

それともう１つは，仮にこういうとこ

ろが改善したとすると，日本においても

アメリカのように，ベンチャー企業とい

うのが一挙に増大するのでしょうか。そ

の辺についても，お教えいただけるよう

お願いします。

斎藤 いちばん最初のご質問は，非常

に難しくて私にはお答えできませんとい

うのが，正しい答えになるかと思います。

でも，多分あまり変わっていない気が，

残念ながらいたします。

特にいま，この環境の中でリスクを取

ろうという姿勢が，前よりもさらに弱く

なっているような気がいたします。そう

いう意味では，改善したか，あるいは起

業家が動きやすい社会になってきたかと

いうと，まだあまりなっていないなとい

うのが正直なところです。

ただ，私のいまやっておりますジェイ

・ボンドというのは，創業して１５年を

迎えました。１５年もつぶれないで頑張

っていると，だんだん小さいながらも評

価をしていただけるようになり，お陰さ

までビジネスのほうは現在好調です。こ

うなると，実は資金調達をする必要もな

いし，支援策も要らなくなってしまいま

した。よく銀行員は，晴れた日に傘を貸

すと昔から言われていますけれども，晴

れた日には傘はいらないのです。

よく英語で sink or swim と言って，海

の真ん中で泳げない子供をボンと放り投

げて，必死になって泳げるようになった

らいいし，沈んでしまえばしょうがない

ねというような言い方があります。ベン

チャーに関しても，sink or swim という

態度がまだ強いのかなと思います。

法規制は，きちんと書かれていれば，

まだ対応が可能なのですけれども，書か

れていない規制というか，慣習が根強く

残っている。それが，いちばん大きなガ

ンだと思います。

たとえば，ほとんどの会社は株式会社

になっておりまして，株式会社というの

は有限責任のはずです。ところが，実際

には個人保証を求められて無限責任を負

うことになります。そうすると，どうし

てもリスクを取りづらくなります。

ベンチャー・キャピタルは，ベンチャ

ーを応援して，リスクを取る代わりに，

大きなリターンを狙う。それが彼らのビ

ジネスモデルのはずなのですが，日本の

ベンチャー・キャピタルは個人保証を求

めます。いったい何のためのベンチャー

・キャピタルなのだと思います。事ほど

左様に，リスクは起業家のほうに押し付

けることがまだまだ多い。体裁としては，

きちんと株式会社は有限責任の建前です。

ベンチャーキャピタルファンドは責任を

取って投資をしますという建前です。が，
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現実はそうではない。というようなとこ

ろが，起業する，リスクを取ることに，

二の足を踏ませるようになっているのか

なと思います。

鹿野 斎藤さん，どうもありがとうご

ざいました。

これで私のほうからのパネリストの先

生方への質問，確認のための質問は終わ

らせていただきます。

皆さま，４人の先生方のご報告を踏ま

えて，日本の中小企業の支援政策システ

ムのありようを考える上での，大体の基

本的なところは理解できたかと思います。

それで，第２部に移らせていただきま

す。これから，では，どうすればよいの

かという話です。地域再生，あるいは地

方創生ということを考えていくと，いっ

たい何が重要なのかというと，まず雇用

確保，雇用機会を確保し増やすというこ

とだろうと思います。だから，地域の企

業が成長発展をしていくことを多分，金

融面からサポートしていく。その中で，

よい企業は放っておいても伸びていく。

むしろ，ちょっと経営が悪くなってきた，

あるいはかなり悪くなってきた企業を支

援して，雇用を確保していくのかどうか

というのが，１つの問題になろうかと思

います

それと，もう１つ大きな問題として，

よく中小企業経営者の方々がおっしゃる

のが，事業承継です。要するに，息子に

事業を継がせたいということです。正直

言って，私は，この問題設定がよくわか

らないのです。というのは，斎藤さんが

先ほどおっしゃったように，中小企業も

株式会社であり，所有と経営が分離して

いる。それにもかかわらず，なぜ子ども

がその会社を引き継がなければならない

のか，よくわからないのです。確かに事

業承継が行われなければ，会社は破綻，

あるいは整理されて雇用機会がなくなり

ます。それは損なのだけれども，会社を

売ることもできます。あるいは第三者に

経営を任せることも１つの選択肢になり

えます。

たとえば，私はいま京都におります。

京都の有名な料亭というと，菊乃井，

瓢亭のほかに，下鴨茶寮というのが下鴨

神社の南側にあります。そこの現在の社

長は，くまモンという熊本県のキャラク

ターを作ったことで有名な，プロデュー

サーの小山薫堂さんです。彼は，熊本出

身です。京都とは縁もゆかりもありませ

ん。その方がいま，京都で１６０年続いて

いる老舗の料亭の社長さんをやっておら

れます。なぜかというと，事業承継がで

きなかったからです。前のオーナーの一

族に，しかるべき方がいなかった。自分

の子どもがいないし，親戚のところにも

後を継いでくれるような人がいない。店

をたたむとすると，従業員が路頭に迷う

というので，第三者を経由して売って，

たまたま小山薫堂さんが買ってくれた。

それでいま，すごく繁盛しています。こ

のような事例もけっこうあると思うので

す。

だから，中小企業の支援については，

事業再生だけでなく，こういう形の事業

承継というのも，これから大きな流れに

なってくるのではないでしょうか。その

とき，もう少し発想を変えて対応してい

く必要があるのではないかと思っており

ます。そういう形で中小企業の成長発展
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を促していき，雇用を確保して地方創生

を促していくのが，１つの道かと思って

おります。

それで，パネルの先生方には，まず第

１点として最初の質問。ちょっと問題な

いし，かげりが出てきたような中小企業

の支援は，どのようにやっていけばよい

のか。あるいは，行政として，それにど

のように対応する形で監督規制の見直し

をお願いしたいかとか，そういうところ

をお教えいただけませんでしょうか。

家森 実務的なところは落合理事長と，

西田審議官にお答えいただくということ

にして，もう少し広い視点で考えてみま

す。雇用の確保という点はいまや失業率

も下がってきて，幸いにもあまり問題で

はなくなりつつある中で，むしろ地方創

生プログラムにもあるように，雇用の質

のほうが問題になってきています。つま

り，現在の政策的関心は，いかに高い給

料を払える企業が出てくるかということ

です。鹿野先生がおっしゃるように，経

営が悪い会社というのは給料が払えませ

ん。経営が悪くなってくる会社では，リ

ストラをしながら，言わば長時間労働を

させてブラック化しながら，とりあえず

生き残っていくので，これが大きな問題

になっていると思います。

ただ，村本先生のご報告の中にもあっ

たように，中小企業は全部駄目なわけで

はなく，ものすごくよいところもたくさ

んあるということで，決して小さいこと

が不利ではないという点を，もう少しお

話しておきたいと思います。

中小企業が駄目になってきた大きな理

由というのは，グローバル化に対応でき

なかった，さらには，IT 化に対応でき

なかったということなのですが，他方考

えてみると，これはチャンスにもなって

きていると思うのです。

きょうの朝日新聞にも，「獺祭」とい

う日本酒で有名な酒造会社が，今度新た

な工場を作ったということが出ていまし

た。「獺祭」というのは，山口県の４番

目の作り酒屋でした。決して灘や京都の

ような酒どころではないような地域で，

しかも４番目だったのです。杜氏さんに

まで逃げられてしまって，経営がピンチ

になっていく中で何をされたかというと，

もうニッチに絞るしかないと腹をくくら

れたのです。大手の酒蔵さんのように，

何でも作ることはやめて，大吟醸だけを

作ると決められたのです。

社長がおっしゃっていましたが，結婚

式に行ったときに，「お前のところは，

燗になる酒も置いていないのか」と悪口

を言われたけれども，そういうものは作

らないのです。冷でおいしい酒だけに絞

ると決められたのです。そして，ニッチ

に絞ることがなぜできるようになったか

というと，山口県でやっていれば無理だ

ったのです。高いお酒を飲む人は山口県

だけでは十分な数にならないからです。

彼は，そこで考えたのです。東京だと。

東京であれば何千万人の人がいるので，

ニッチにしてもすごく売れるというので

す。そして，いまは実は外国なのです。

フランスに行かれています。フランスで

売れれば，世界中でワインと並んで売れ

るだろうということで，フランス戦略に

努力されているのです。

中小企業もグローバル化のプラスの面

を利用して，様々なニッチマーケットに
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活路を求めることが可能なのです。全て

を品揃えしないといけないのなら，規模

の経済で大手に負けてしまうのですけれ

ども，ニッチなら大企業は逆にできない

のです。

それから IT 化もチャンスです。いま

までは IT 化ができないために中小企業

は不利でしたが，たとえば外国語でホー

ムページを作ると，世界中の方に見ても

らえる可能性があります。いままで中国

の人に，「山口のこのお酒」が美味しい

と言うことを伝えることができなかった

のに，伝えられる可能性が出てきたので

す。ということで，グローバル化，IT

化によって，どんどん中小企業にとって

有利になってきているのです。

ところが，『中小企業白書』を見ると，

中小企業の IT 化はすごく遅れています。

たとえば広告宣伝や物流などで十分活用

できていないという調査があります。ま

ずそういう取り組みやすいところから始

めていくべきだと思います。

以上です。

鹿野 ありがとうございました。

面白い話ですね。面白いところは２つ

ありまして，１つは山口県の「獺祭」。

もう１つ，山口を代表するベンチャー企

業はユニクロです。そういった企業はな

ぜ山口県からしか出てこないのでしょう

か。

もう１つは，実は私は「獺祭」を知ら

なかったのですが，たまたま去年の秋に

山口大学で金融学会があり，飲ませてい

ただきました。本当においしいお酒です。

あとで聞くと，いま日本酒で有名なお酒，

おいしさでいうと獺祭と十四代，山形の

お酒です。たまたまうちの嫁さんが山口

市に何回か出張して，さがしてもなかっ

たのですが，３回目にようやく見つかっ

て買ってきました。二人で一緒に飲みま

したが，本当においしいお酒です。

逆にいうと，そのようなイノベーショ

ンを起こせるか起こせないかが中小企業

が成功するかしないかの分岐点ではない

かと思うのです。そういう意味で，地域

の活性化の鍵は，経済学的にいうと MM

の理論ではありませんけれども，全国各

地に所在する地元中小企業の資産の中身

なのだろうと考えられます。要するに，

どういう優れた技術を持っているかとい

うことです。それを金融機関がどのよう

にサポートしていくかという話だろうと

思います。その辺について落合理事長，

何かお教えいただけませんか。

落合 はい，わかりました。

かげりが出た企業に対しては，やはり

徹底した支援をしていく必要があると思

っています。なぜならば，平成３年から

平成１５年に，金融恐慌で金融機関がバ

タバタ潰れたのです。たしかその数は

３７５だったと思います。いちばん潰れた

のは，いちばん規模の大きい都市銀行さ

んで，６４％ぐらいなくなったのです。

規模が小さいから潰れるのではないので

す。

潰れた金融機関は，全部不良債権で潰

れたのです。ということは，お客さんを

だめにすると金融機関は潰れるという実

証をつくっているのですから，自分たち

が潰れないようにするためには，お客さ

んを潰さないことなんだと思います。で

すから，徹底してお客さま支援をして潰
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さないようにする。

どうしたらいいかといったら，金融が

やる支援策というのはやはり財務とかそ

の辺の資金繰りだとかになるのです。で

も，外部の専門家が見ると先ほどの技術

などの企業の強み，すなわち活用資産が

見えてくるのです。そうすると不振企業

も根本から変わるのです。そして変える

なかで，外部専門家である企業 OB と

いうのは販路開拓までやってくれるので

す。このように外の力，その業界の中で

力を持っている人たちの力を借りていく

と不振企業も大きく変化します。時間の

関係で具体例は話せませんが，この場合

大切な他の面はこのようなことを着実に

実施するには，金融機関も体力を強化す

る必要があると思います。

助けているうちに自分が倒れていった

らだめですから，やはり自分たちだけで

行わず，外部専門家の活用が大切です。

そういうシステムを作っていく。私たち

はもうすでに作りつつあります。

鹿野 ありがとうございました。

西田審議官，いかがでしょうか。

西田 監督の立場からのお話になるの

ですが，今まさに落合理事長がおっしゃ

ったようなことを，各金融機関が自主的

にしっかりと取り組んでもらうような監

督を行っていくということに尽きると思

います。

冒頭でプレゼンをさせていただいた，

地域金融機関に期待される役割の中でお

話しましたように，それぞれの企業の状

況をしっかりと見極めて，どうしても金

融円滑化法の終了後は事業再生という外

科手術的なところに金融機関は皆さん力

を入れていたのですが，そこに行く手前

のところで，やはりかげりが見えている

といいますか，成長が鈍化しているよう

な企業の経営課題を早く察知して，そこ

に対して処方箋をあてていくということ

だと思います。

落合理事長の金庫は，まさにそういっ

た取組みを実践され，その際，内部の力

だけではなく，外部専門家を活用して支

えていくといった取組みが行われている

と承知しております。特に，今申し上げ

たような状況にある企業の多くは，売上

げがなかなか伸びない中で，どのように

販路を開拓するのかという共通の悩みを

抱えていますので，例えば，１つの金融

機関が，その地域にいる顧客の販路を作

るには，その地域では限界があるので，

他の金融機関ともう少し広域的に連携し

て，その取引先をつなぐ活動を最近は行

っていますし，それをもう一歩進めて，

経営統合という形で，お客さんのために

販路を開拓することも含めて，より利便

性の高いサービスを提供するために，そ

ういったことも選択されている金融機関

も出てきています。

まさにそういった色々なツールという

ものを金融機関が効果的に使いながら，

顧客企業のためにどういう処方箋を講じ

ていくかということを，真剣にそれぞれ

考えていただきたい。

その際に大事なことは，金融機関が受

けるリスクというのは当然大きくなって

いくわけですから，落合理事長がおっし

ゃったように，自らの自己資本の充実あ

るいは態勢の強化というものは，金融機

関にとって当然重要な課題ですので，私
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どもはそういった観点から監督を通じて

金融機関の積極的な取組みを促していく

ということに尽きるかなと思っています。

鹿野 どうもありがとうございました。

斎藤先生，これらの問題についてどの

ようにお考えでしょうか。あるいは，前

回のところで何か言い足りなかったこと，

もう少し強調したいことはございますで

しょうか。

斎藤 支援のいろいろな方策があると

いうことは，頭ではわかっていてもそれ

は実際にはなかなかできないので，コン

サルをやってくださる所があるというの

はきょう初めて知ったという，大変お恥

ずかしい次第です。

力のないベンチャーで何がいちばん助

かったかというと，やはり友達のネット

ワーク，周りの方たちの支援，それがい

ちばん役に立ちました。よく「エンジェ

ル」という言い方をします。お金のある

方が支援をして，資金を出してくれる。

「エンジェル法案」というのが出てきま

して，エンジェルが資金を出しやすいよ

うにだんだんなってきました。大変あり

がたいことなのですが，このような動き

がもっと出て，もっと使いやすくなって

くるといいなと思います。

ベンチャーの場合には，お金だけでは

なくて販路をさがす，あるいは法的意見

をもらうとかということも大変です。経

験もないし，コネもないということ。本

当に何もわからない，手さぐり状態で動

いていますので，アドバイスをくださる

方は大変ありがたい存在です。

私が今やっていますビジネスは，とて

も特殊な業界の特殊なビジネスなので，

普通の銀行員にはなかなかご理解いただ

けないというところが大変辛かったので

すが，その特殊な業界のなかで活躍して

いる方，OB の方たちが親身になってア

ドバイスをしてくださった。それのおか

げで生き残ってこられたと思っています。

ベンチャーを支援するというのは，お金

を出すのももちろんなのですが，何かア

ドバイスをするということも，たいへん

貴重な支援だというのが，私の経験です。

いちばん役に立つのは，資金を出すだ

けではなくて提携をする。提携をして，

何か新しいビジネスに育ててくれる。そ

ういうパートナーをさがせたらいちばん

楽なのですが，それがなかなか難しい。

私どもがいま生き残っているのは，そ

ういうパートナーにめぐり会えたからだ

と思っています。金融機関はいろいろな

お客様を持っていらっしゃいますので，

どこがそのパートナーとして可能性があ

るのかということを見る目も，情報を持

っていらっしゃいます。それをフルに活

かしていただけたらいいなと思います。

鹿野 どうもありがとうございました。

それでは続きましてもう１つの課題，

「中小企業の事業承継についてどう考え

るか」ということに移らせていただきま

す。この点に関しては，家森先生と落合

理事長が報告で簡単に触れられているか，

あるいはレジュメに載っています。お二

人にその辺のご意見をお聞かせ願いたい

と思います。

家森 まず，先ほどの獺祭の社長のお

話の続きをご紹介します。名古屋大学で
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の勉強会に２回ほど来ていただきました

が，そのときに，金融機関のサポートに

ついてお尋ねしましたところ，苦しい時

期には金融機関は全然サポートしてくれ

なかったとおっしゃっていました。しか

し，いまのように業績がよくなってくる

と，どうぞお借りくださいとやって来る

ので，金融機関はあてになりませんとの

ことでした（笑）。

金融機関の方には，第二，第三の獺祭

に育っていきそうな先には，成長する前

から応援していただければいいなと思っ

ています。

事業承継のことですが，本年の『中小

企業白書』を見ると，実は廃業されてい

る会社のうち半分ぐらいは黒字なのです。

ですから，本当ににっちもさっちもいか

なくなって止めるよりは，『白書』は余

力のある間に事業を休止していると分析

しています。逆に言えばそれだけ続けら

れる可能性のある価値のある会社が，鹿

野先生がおっしゃるようないろいろな理

由から途中で事業継続を断念されて，そ

こで雇用が失われているという深刻な問

題が起こっているということです。

それの対応策としては，現実にすでに

親族外の承継のほうが多くなってきてい

まして，これをいかに円滑に進めていく

かがいま大きな課題になっています。そ

うすると，１つはほかの会社に買っても

らうという M&A なのですが，ここで

やはり支援という観点で問題があって，

M&A をやろうか，あるいは廃業しよう

かと社長が迷うときに，「どういう人と

相談しましたか」というと，「家族」と

いうぐらいの答えしかなくて，金融機関

はもとより，専門機関への相談というの

はなかなかないのです。

でも考えてみると，M&A や廃業に際

しては，非常にいろいろなことを処理し

ていかなければいけないので，誤った判

断をされている可能性があるのです。

「もう止めよう」と内々思っておられた

ら，それに合わせて消極的な投資に変わ

っているかもしれないのです。これがも

うちょっと早く相談して，「こういう価

値をつけておいたら，逆に高く売れます

よ」というような助言があれば，状況は

大きく変わったかもしれないということ

です。助言をどうやって求めてもらうの

かというのは，これから重大な課題にな

ると思います。

私がこれまで行っていた企業アンケー

トによると，円滑化法の前までは，「経

営が悪くなったときに金融機関に相談し

ますか」というと，「ノー」という答え

が多かったのです。「実は経営が悪くな

って……」と相談すると，「そんな悪い

企業への融資はすぐに回収させていただ

きます」になりかねません。強盗の所に

「財布を持っています」と言いに行くよ

うなものだということで，賢明な企業者

の方は相談に行かれなかったのです。し

かし，最近は状況が変わってきました。

先ほどの鹿野先生のご指摘のような，

「金融機関もすぐにブスッと殺すという

ことはないよね」という安心感から，相

談に行くという方が増えています。

いま M&A の相談にも，金融機関は

積極的です。金融機関の取り組みが本気

で，かつ情報管理を徹底して応援してい

るということがだんだんと認識されてい

けば，この面でも大きな成果が出てくる

のではないかと期待します。そういう点
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での中小企業に対する金融機関の支援も

重要だと思います。

鹿野 家森先生，ありがとうございま

した。

落合理事長，いかがでしょうか。

落合 事業承継は大変重要な問題です。

では，昔はそれほど大きな問題にならな

かったのが，なぜここで大きくなってい

るのか。私は基本的には少子高齢化が大

きな要因の１つにあると思います。中小

企業経営者は，自分が苦労して来たから，

自分の後を子どもたちに継がさないで

「お前は大学に行って，いい企業に入り

なさい」と。自分の後を継がせない社長

さんが予想外に多くいます。

ですから，自分の子どもたちに継がせ

ないから，自分の時代が終わったら事業

が終わるというビジネスモデルを組んで

いるので，廃業ということが出てきてい

るのです。

あと１つは，中小企業基本法も，弱者

救済から強者支援に変わり，いま生き残

っている企業というのは，以前に比べる

と経営体力が強固になってきている。企

業価値のある企業が中小企業にけっこう

あります。企業価値が高いから，オーナ

ー経営者が亡くなると高額な相続税が相

続人にかかり，結果的に企業負担になる。

その負担に耐え切れず廃業となるケース

も多く見られる。

具体的には子どもさんが２人いると，１

人はあとを継いでいますが１人は継いで

いません。そうすると，法的にいえば相

続の半分は奥さん，あと半分は２人の子

どもさんにいってしまうと，企業分割し

なければならなくなります。

そうすると，企業を売るか，廃業して

現金にしない限り資産を分割できない。

株式会社なのだから，所有と経営を分離

して，この様な問題を解決すべきだと思

います。７割とか８割とかを一般の人を

雇用しているならば，社長の持ち株に相

続税をかけない。相続税の繰り延べをす

べきである。しかし，相続人が受け取る

配当には，高率の税率をかけてもいいし，

あるいは M&A で相続した会社を売る

ならば，その利益には相続税と同じよう

にかなり高い税率をかけてもいいと思い

ます。

要は，税金をとるということよりも，

企業を守って雇用をつくる。雇用をつく

ることが大切です。なぜならば従業員へ

の給与は納税と同じです。それは，これ

を各人がもらって消費したりいろいろな

財産を買ったりするから，これも間接的

には税金と同じだと思います。これから

グローバル展開すると相続税の無い国が

多いので，この辺のビジネスモデルを変

えないと，日本の中小企業の競争力が落

ち，中小企業が生き残れなくなるではな

いかと考えています。

鹿野 ありがとうございます。

続いて西田審議官，いかがでしょうか。

西田 事業承継ですか。

鹿野 はい。それで私としてはちょっ

と付加したい論点があります。

いま落合理事長から，所有と経営の分

離という話が出てきました。金融検査マ

ニュアルなどでいくと，中小企業向け融
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資においてはオーナー企業の家計と借り

手となる会社とを一体でみなして査定す

ることが認められており，これが中小企

業における所有と経営の分離を妨げてい

る可能性も指摘されています。

ですから，一体査定のあり方も含めて，

どのようにお考えなのかお教えいただけ

ませんでしょうか。

西田 事業承継がなかなか進まないそ

のハードルの１つに，経営者保証という

問題があるのかなと思っています。

中小企業の場合は，借り入れている

方々の約９割近くが経営者保証を提供し

ている。そうすると，その事業を承継す

る時，経営者が替わる時に，これまでは

次の経営者が保証を引き継ぐというのが

慣行になっている。そのため，その経営

者保証を抱えてまでその事業を引き継ぐ

というところの勇気，ハードルが高いと

いう問題があったのかなと思います。

したがって，そういった問題も経営者

保証にありましたので，一昨年ですが，

中小企業庁と連携しまして，民間金融機

関の方々や，経済団体の方々が一緒にな

って，「経営者保証に関するガイドライ

ン」を作りました。

その中には，事業承継に関するものも

盛り込まれていまして，事業を承継する

時に当然にこの経営者保証を引き継ぐの

ではなく，その段階でもう１回スタート

に戻って，本当に経営者保証が要るのか

どうかを検討するというようなルール作

りを行ったところです。これが去年の２

月から，動き始めているわけです。

そういった取組みの中でガイドライン

を使えば，こういった形で事業承継がや

りやすくなるという事例が出てくれば，

私どももそれをできるだけ収集して，金

融機関の方々に還元することによって，

横への転換というものを図っていきたい

と思っているところです。

そしてもう１つは，金融機関は色々な

コンサルティング機能を発揮する必要が

あるのですが，事業承継というのはかな

り難易度の高い課題だと思います。した

がって，いま中小企業庁さんを中心に，

各都道府県に事業引継ぎ支援センターと

いうものを設立して，そこと金融機関が

連携することによって，もう少し広域的

な M&A ができないかという取組みも

本格化させようとしています。そういっ

た政策的なツールも使っていただければ

いいのかなと思っています。

先ほどの金融検査マニュアルとの関係

で，まさに経営者保証に関するガイドラ

インでも，法人と個人の分離という条件

のようなものが書かれていまして，そこ

に書いてあるような，法人と個人がしっ

かりとある程度分離ができれば，例えば

停止条件付きの経営者保証に切り換える

とか，あるいは経営と法人が分離できる

ようになっていけば経営者保証は付けな

いとか，そういったこともこのガイドラ

インに盛り込んでいるところでして，そ

ういったガイドラインの活用を金融庁と

して金融機関に対して促すことによって，

そういった融資慣行を浸透・定着させて

いきたいと考えているところです。

鹿野 ありがとうございました。

斎藤様，事情承継に関し，ご意見をお

聞かせいただけませんでしょうか。
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斎藤 いくつか会社を作りまして，１

つは大赤字の会社でした。それをどう片

づけようかと悩んだときに，大赤字の会

社を買いたいと言う方も世の中にはいる

んだということを知りました。探してみ

ると「会社を買いたい」という方，世の

中にけっこういらっしゃるのだなという

のが私の実感です。

起業して，強い思いがある会社を売却

するというのはなかなかできないのかも

しれませんけれども，それを子どもに継

がせるのは，そのほうがよほど辛い判断

になるので，誰か買ってくれる人がいた

らそのほうがずっといいというのが私の

考え方で，私は売ってまいりました。い

まの会社も株は１００％売ってしまいまし

たので，そういう意味では家族に対して

云々ということは，もうない状況になっ

ています。

捨てる神あれば拾う神ありというのは

本当だなと思います。私が考えている会

社の使い方，活かし方とはまったく違う

観点から，それを使う人が世の中にはい

るということを身をもって学びましたの

で，なるべく広く声をかけて，売却する

ことを試みてもいいのではないでしょう

か？そして，そのようなやり方が世間か

ら嫌な言い方をされないような風潮に変

わればいいなと思います。「あの人は仕

事ができなくて会社つぶしちゃった」と

か「誰か他の人に身売りしちゃった」と

か，そういう嫌な言い方がいまだに日本

の社会では多いのですが，そうではなく

温かく見守ってくださると，やりやすく

なるなと思っています。

鹿野 斎藤様，ありがとうございまし

た。

ただいま５時８分でございます。司会

の不手際で時間が超過しています。

主催者側のご厚意で第３部の時間，若

干延長させていただきます。ぜひ質問し

たいという方がいらっしゃいますか。い

かがでしょうか。はい，どうぞ。

津金澤 大変貴重なお話，ありがとう

ございました。ジェイ・ボンド東短証券

の斎藤さんにおききしたいのですが，成

城大学２年の津金澤と申します。

私は将来実際に起業したいと考えてい

るのですが，けっこう漠然と大学生活を

送ってしまっていて，実際問題将来に不

安があって，起業する上で斎藤さんが影

響された本とか，参考になるというのか，

大学生活で身につけておくべきことを教

えていただけたら幸いです。

斎藤 頼もしい発言でとても嬉しいで

す。

ベンチャーで１人でできることは限ら

れているので，先ほど申し上げましたよ

うに，いろいろな方から知恵を拝借し，

アイデアを拝借して，それで何とかやっ

てきました。そういう意味で「お友達の

輪」，これが私の財産でした。大学には

お友達がたくさんいるでしょう。そうい

う方たちとなるべくいい関係を持つとい

うのが１つかと思います。

大学の友達ですと同じ年齢層だけです。

そうすると発想も経験も限られますので，

勉強会に出るなどして，いろいろな方と

知り合って，いろいろな方の話を聴くと

いうのは，１つ有効なことかなと思いま

す。
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自慢ではありませんが，私は大学時代

ずっと遊んでいました。遊んでいたおか

げでいろいろな友達ができ，いろいろな

方からまた紹介をしてもらって，人の輪

が広がりました。大学時代に勉強するな

と言うと怒られてしまうのですが，勉強

だけではなくて，遊びをしていろいろな

友達をつくるというのは，ベンチャーを

していく上ではとても貴重なことだと思

いました。

鹿野 どうもありがとうございました。

まだまだご質問もあろうかと思います

けれども，時間がきましたので最後に一

言だけ述べておひらきにさせていただき

ます。

皆さま方，本日は貴重なご意見をいろ

いろとありがとうございました。それを

簡単に総括しますと，おそらく次のよう

にまとめられるのではないでしょうか。

日本というのは，企業，銀行，信用金

庫，みんなそれぞれが縦割りの自己完結

的な組織になっている。そのため，いざ

困ったときには相談する相手がなかなか

見当たらない。だからしかるべき最適な

政策を打つのがなかなか困難になってい

る。それを改善していくのが，中小企業

支援政策のシステムの行方１つ，あるべ

き方向ではないかと思われます。

そういうふうに考えていくと，冒頭に

村本先生が基調講演でおっしゃった，西

ドイツの「フランホーファーシステム」

というのも，１つ参考になるのではない

のかなという思いを持ちました。

時間が若干超過しましたけれども，こ

れをもちまして本日のパネルディスカッ

ションを閉じさせていただきます。

皆さま方，どうもありがとうございま

した。
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